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着実な成果をもとに、よりレベルアップした環境創造型企業をめざします。�

ごあいさつ�

　20世紀の産業の発展は私たちに豊かな暮らしをもたらしましたが、

一方で地球温暖化や廃棄物問題など地球規模で環境負荷を増

大させてしまいました。「環境の世紀」と言われる21世紀を迎え、

環境問題への取り組みなしには企業の存続はもちろん私たちの

生存さえ危うくなろうとしています。�

　積水化学グループは住宅とプラスチックを中心に「住まいと暮らし」

に役立つ製品を通してより豊かな社会に貢献することをめざして

きました。軽くて丈夫で安価なプラスチックは私たちの生活を豊か

にしてくれました。その一方で、使用済みとなった時に廃棄物とな

って環境に負荷をかけてきたことも事実です。これらを踏まえ、より

環境負荷の少ない製品開発とものづくり、使用済みとなった製品

のリサイクル、継続的改善を進めるシステムづくりを「環境・安全に

関する経営方針」に掲げ、環境保全活動を進めてまいりました。�

　2002年度を最終年度とする環境中期計画「STEP-21」は前半

の2年が過ぎ、11事業所でのゼロエミッション達成、50の工場・研究所・

住宅販社でのISO14001認証取得、光・熱複合ソーラーシステム

の「新エネ大賞」受賞、地域に根ざしたビオトープづくりなど、着実

に成果を出してきました。しかし、炭酸ガス排出量や廃棄物発生

量など目標通りに進んでいないものもあります。2001年度からの後

半に入り、これらに注力するとともに生産現場だけでなく建築現場

でのゼロエミッションや製品開発段階のLCA（ライフサイクルアセ

スメント）充実など、よりレベルアップした環境中期計画として進め

てまいります。そして、これら環境への取り組みについては積極的

に情報を開示し、コミュニケーションを密にすることで社会から

一層信頼される活動にしたいと考えています。�

　後々の世代までよりよい環境と豊かな暮らしを維持するために

ライフスタイルの変革を含め、あらゆる分野で循環型社会の構築

が進められています。積水化学グループは事業活動での環境負

荷を低減するだけでなく、循環型社会に寄与する製品やシステム

を構築し、地域の自然や地球環境と調和した事業運営を行うこと

によって地域や社会から存続を望まれるような環境創造型企業を

めざしてまいります。�

　本レポートは、積水化学グループの環境保全活動を理解してい

ただくとともにコミュニケーションの重要な手段と考えております。

皆さまからのご意見、ご指摘をお寄せいただければ幸いに存じます。�

�

　　　　　  代表取締役社長 

株主満足�
●持続的な価値成長�
●クリアでタイムリーな情報開示�

環境共生�
●自然環境に優しい製品づくり�
●優れた技術で地域環境の創造と�
　改善に貢献�

お客様第一�
●お客様のニーズを高度に実現�
●お客様に最高の「サービス」を提供�

地域貢献�
●地域社会と調和した事業運営�
●よき企業市民として地域社会に�
　貢献�

従業員の自己実現�
●社会の課題解決への貢献を通じ�
　継続的な成長を実現�
●従業員が自立し、能力をフルに発揮�
　できる職場�

●5つのステークホルダー�

積水化学グループは「一緒に暮らそ、セキスイと」を支える5つのステー

クホルダーであるお客様、株主、従業員、地域社会、地球環境の期待に

応え「いい企業」として成長し続けることをめざしています。�
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基本方針�

「環境・安全に関する経営方針」と「行動指針」の２つを軸に、�
環境に配慮した事業活動を行っています。�

レスポンシブル・ケア�

レスポンシブル・ケアとは、化学物質を製造また
は取り扱う企業が、製品の開発から製造・使用・
廃棄までの全サイクルにおいて、環境と安全の
確保を公約し、対策を行う自主管理活動のこと
です。この活動は、参加企業が実施計画を作成し、
それにもとづいて１年間の活動状況を監査して、
実施報告書を提出することで、継続的にレベル
アップに努めていくことを義務づけています。�

環境・安全に関する経営方針�

当社は、環境・安全を事業経営の最重要課題として

以下の事項を優先した事業活動を通じて社会に

貢献します。�

1．研究開発段階から生産・流通・廃棄にいたる

まで製品の全生涯にわたり環境・安全に配慮し

的確に対応する。�

2．限りある資源の効率的活用、再利用、再資源化

のシステムを継続的に改善し、環境負荷の低減

に努める。�

3．法の遵守はもとより、自主的な目的・目標を設定し、

より良い環境・安全の確保に努める。�

全部門、全従業員はこの方針の重要性を認識し

実行することで、社会の信頼に応えます。　�

■行動指針�
1.省エネルギー/省資源�
限りある資源・エネルギーの効率的活用に努めるとともに節減に寄与す
る生産技術とシステムの開発・導入に努める。�

2.再利用/再資源化�
製造工程などより発生する廃棄物の削減に努めるとともに再利用・再資
源化を促進する。使用済み製品の回収・リサイクルに努める。再利用・
再資源化に適した製品開発に努める。�

3.化学安全の確保�
製品や取り扱い物質についての環境影響に関する調査・研究を進め、
より積極的に化学安全を確保し環境安全に対応する。�

4.社会との調和�
科学技術の進歩や行政の関心に留意し、環境保全と人の安全および
健康の確保に貢献する。�

5.教育と啓発�
国内外の情報収集に努め、製品および事業活動に伴う環境への影響
を正しく把握し、社内の教育と社内外の啓発に努める。�

●環境保全活動の歩み�
1972.9
公害問題への全社的取り組みを開始�
環境管理部を発足�

1980.4
省エネルギー活動の全社的取り組みを開始�

1991.1
地球環境問題に対応・環境監査制度を制定�
環境委員会を設置�
安全環境管理部環境管理室を設置�

1991.7
環境問題に関する基本方針（3原則5行動指針）を制定�

1992.10
環境技術開発の専門部所を設置�

1993.4
製品環境影響評価制度を導入�

1993.10
環境ボランタリープランを制定�

1995.4
レスポンシブル・ケア活動を開始（JRCC参画）�

1996.4
環境に関する経営方針を制定�
ISO14001認証取得活動を開始�

1998.4
ゼロエミッション活動を開始�
環境パンフレット発行�

1999.4
環境中期計画「STEP-２１」スタート�

1999.7
環境・安全に関する経営方針を改訂�
環境レポート1999発行�

2000.3
6事業所でゼロエミッションを達成�

2000.7
環境レポート2000発行�
1999年度環境会計を公表�

2001.3
5事業所でゼロエミッションを達成�

■経営方針�
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カンパニープレジデントのコミットメント�

2001年3月、積水化学はカンパニー制を導入しました。�
各カンパニーは以下の環境保全活動の推進を約束します。�

住宅カンパニー�
�

プレジデント　安田　友彦�

　住宅カンパニーは「人・住ま

い・環境の最適調和」を事業

理念とし、「地球環境にやさしく、

60年以上安心して快適に住み

つづけることのできる住まいの

提供」をめざしています。�

　特に、21世紀のキーワードと

して「環境配慮」を掲げ、省エネ断熱仕様の標準化やソーラー

システムにより、生活時点でのエネルギー消費量が最も少ない�

（ライフサイクルコストが少ない）というユニット工法のメリットを最大

限発揮した住宅づくりに取り組んでいます。�

　又、快適・健康な住空間のレベルを更に高めるため、環境配慮

材料の採用と合わせ、所定の性能が発揮できているか、引渡し前

の実邸での測定を順次拡大しているところです。�

　環境保全という点では、工場のISO14001認証取得に引き続き、

全販売会社も2001年度中の取得をめざし活動中であり、ゼロエ

ミッションでは2001年度上期中の全工場達成を踏まえ、2002年度

中の全販売会社（新築）達成に向け、工場・工事現場の連動

活動が活発化してきました。�

　かつて人々は自然の中に、人にやさしい住居を定め、自然の恵

みの中で暮らしを営んできました。我 も々地球規模の視野を持ち、

住宅の開発からメンテナンス・廃棄に至るまでの環境負荷の低減

に努め、次の世代に良い環境を残すよう努力を続けてまいります。�

環境・ライフラインカンパニー�

プレジデント　平井　利彦�

　当社は創業当初より、パイプ、

ゴミ処理容器などの製品を通

じて環境を事業分野として参り

ましたが、これらは今、環境・

ライフラインカンパニーの事業

分野として引き継がれており

ます。そして、「優れた技術で

環境にやさしい製品づくりとシステム構築を通じて、人と地球に

やさしい生活環境の創生に貢献する」を基本理念に、製品の全

生涯にわたり、環境に配慮し対応するよう努めております。�

　まず、環境保全としては、カンパニー関係の当社全工場・研究

所でISO14001の認定を取得し、ゼロエミッションも当社工場は

2001年度中に達成させます。�

　使用済み製品のリサイクルでは、既に塩ビ管、LP管、FRP浴槽

のリサイクルシステムを立ち上げておりますが、今後はこれらを

更に充実させてまいります。�

　環境創造としては、生ゴミ高度処理システムや下水道更生事業

など、社会的ニーズのつよい環境創造事業を展開中ですが、2001

年度は京都研究所内に環境フロンティアプロジェクトを設置し、

水を中心とした地域環境保全製品群、資源循環リサイクル事業、

近未来の新エネルギー事業、ECO環境システム事業など、環境新

事業、新製品の探索・開発を強化してまいります。�

高機能プラスチックスカンパニー�

プレジデント　遠藤　玄�

　高機能プラスチックスカンパ

ニーは、IT関連から家庭用品

まで多岐にわたる製品を扱って

います。�

　この多様な事業活動の中で、

環境への取り組みとしては、

環境中期計画「STEP-21」を

確実に実施することを基本におき、あらゆる側面での『環境負荷の

低減』を事業の指針に設定しています。�

　例えば、ISO14001は国内関係会社・研究所を含めて13事業所

が認証を取得し、ゼロエミッションでは2000年度までに達成した

カンパニー5事業所をすべて前倒しにて達成させています。�

　また、新製品開発における環境配慮を一方の最優先課題と

して設定しました。�

　既存事業では、製品分野別に備えるべき環境特性を設定して、

製品の環境配慮化を推進しつつ、新規事業に向けては、『ナノ

コンポジット材料』を始めとしたオンリーワン・テクノロジーを環境

配慮に適用し、お客様の環境配慮製品の開発を支援する部材、

環境測定や改善機器の主要機能部材を提供すること等を含め、

広範囲な環境配慮新製品の開発を推進することが当カンパニー

の役割であると考えています。�
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ISO14001を早くから導入し、2002年度で全82事業所の認証取得をめざしています。�
2000年度は50事業所（61％）まで取得完了しました。�

環境マネジメントシステム�

■環境保全の推進体制と役割�
環境保全に関する全社の基本方針・施策は社長を委員長

とする環境委員会で審議され、決定されます。決定された方針・

施策は各カンパニーから事業所へと展開され、実行されて

います。また、本社・カンパニー間、本社・事業所間の会議

を設け、情報交換や活動の水平展開を行って活動のレベ

ルアップとスピードアップを図っています。�

■環境監査の仕組み�

■本社環境監査�
グループ全体で環境パフォーマンスを継続的に改善してい

くため、42生産事業所・研究所を対象に原則年1回の本社

環境監査を行っています。�

①マネジメントの仕組みが決めた通りに運用されているか、

②法改正に対する対応も含めて法律が遵守されているか、

③目標に対する達成度と、今後の計画がしっかりできている

かを主な観点として監査し、その結果を経営トップに報告す

るとともに不具合があれば速やかに改善するよう指示、指導

を行っています。�

■2000年度監査結果�
（2001年3月現在）�

社長�
　方針の決定�
　全社システムの見直し�

環境委員会�
　委員長：社長�
　全社の環境保全に関する�
　基本政策・施策の審議・決定�

自然保護活動実行委員会�
　国内外の自然保護活動の推進・支援�
　社員啓発による社内への活動定着�

環境担当�
取締役�

環境責任者・担当者�
　カンパニー内の計画策定と実行�
　カンパニー環境委員会など�

環境責任者会議�
　全社方針の企画・検討、�
　部門間の意見調整�

LCA研究会�
　実践定着の研究�

グリーン調達WG�
　システム化と導入・定着�

事業所環境管理責任者�
　事業所環境計画の策定と実行�
　（ISO14001に基づく環境管理の推進）�

安全環境課長会議�
　全社方針の徹底など�

ゼロエミッション担当者会議�
　取り組みの水平展開、情報交換による�
　ゼロエミッション化の促進�

エネルギー管理者会議�
　省エネルギー活動などの情報交換�

カンパニー�
プレジデント�

本社環境安全部�
　全社方針・目標の企画・立案・推進、部門間調整、社内啓発�
　各事業所に対する環境監査の実施、社外への情報発信とコミュニケーション�

各事業所（工場・研究所・関係会社）�

審査�

是正�
指示�

本社環境監査�
是正指示�

カンパニー環境監査�
是正指示�

ISO審査機関�

監査結果報告�
カンパニー�

社長、環境担当取締役�
監査結果報告�

監査結果�
概要報告�

環境委員会�

�事業所�
内部監査�

本社環境安全部�

※設備投資などで対策に時間を要する項目や年度末近くの監査を除き、是正を完了しています。�
※本社環境監査の指示の分類�
　　指摘事項：速やかに改善を実施すべき事項�
　　要望事項：1年以内に改善を実施すべき事項�
　　提案事項：改善を検討してもらう事項、アドバイス�

審査機関審査�

登 録 審 査�

維 持 審 査�

更 新 審 査�

不適合（メジャー）�

不適合（マイナー）�

観 察 事 項�

合 計�

本社環境監査�

事業所内部監査�

指 摘 事 項�

要 望 事 項�

提 案 事 項�

合 計�

不適合（メジャー）�

不適合（マイナー）�

観 察 事 項�

合 計�

件 数�是正完了�是正中�

0�

110�

208�

318

0�

100�

148�

248

0�

10�

60�

70

137�

151�

40�

328

113�

105�

35�

253

24�

46�

5�

75

10�

400�

503�

913

10�

388�

429�

827

0�

12�

74�

86

本社・カンパニー間会議� 本社・事業所間会議�
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1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

100

80

60

40

20

（累計数）�

0
（年度）�

●ISO14001認証取得事業所数�

2
7

20

34

50

79
82

14

16

29

3

5

13

■ＩＳＯ14001取得の狙い�
21世紀を迎え、地球環境問題はますます深刻化しています。

企業に求められる環境対策も、これまでのように法の規制

値を満たせばよいというものではなくなり、企業活動が環境

に影響を与えていることを認識したうえで、自主的で継続的

な環境保全活動の推進が強く求められています。積水化

学グループでは、環境汚染の予防や継続的改善活動を効

果的に行なうために環境マネジメントシステムの国際規格

であるISO14001を積極的に導入しています。�

■ISO14001の取得対象�
ISO14001取得を進めるにあたり、まず初めに周辺地域への

影響や環境負荷のレベルが高い「生産事業所」を対象とし

ました。次いで、住宅の建築現場でも環境負荷が大きいた

め「住宅販売会社」へとその対象を拡げています。また、製

品自体が持つ環境負荷を低減するためには、開発段階で

の取り組みが不可欠であるため、研究所も対象としました。�

■製品開発段階での環境配慮のしくみ�
当社は、1993年度より「製品環境影響評価」を導入しています。

開発企画・量産試作・生産の各ステップで、原料調達から廃

棄にいたる製品のライフサイクルにわたって環境影響を評

価し、販売する製品の環境負荷低減に努めています。2000

年度は、新たに「使用禁止物質・削減対象物質リスト」、「環

境配慮新製品の認定基準」を加え、仕組みのレベルアップ

を図りました。今後は、グリーン調達基準、LCA（ライフサイク

ルアセスメント）などを加え、より広範囲で厳密な評価が行え

るシステムにレベルアップして行きます。�

■ISO14001取得の進捗状況（48、49ページ参照）�
2002年度の全82事業所取得完了を目標に、生産事業所は

もとより、研究所、住宅販売会社でISO14001の認証取得を

進めています。2000年度は新たに16事業所が認証取得した

ことにより、累計50事業所（目標52）の認証が得られました。

国内事業所の認証取得は1事業所を残すのみとなりました。

今後は全住宅販売会社での取得を中心として、海外関係会

社の取得拡大も進め、さらなる環境パフォーマンス向上に向

けたマネジメント体制の強化を図ります。�

原料調達�

環境汚染物質の削減�
原材料物質の安全性�

生　産�

省エネルギー�
ゼロエミッション�
有害物排出抑制�

流　通�

適正表示�
省梱包化�
法規制対応�

使　用�

安全性�
適正表示�

回収・リサイクル性�

廃　棄�

易リサイクル性�
廃棄安全性�
法規制対応�

製品環境影響評価�

¡使用禁止物質リスト�
¡使用削減対象物質リスト�

¡環境配慮新製品の�
　認定基準�

新たに加えた�
基準など�
�

従来の基準�
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環境会計�

環境保全コストは89億円、経済効果は113億円でした。�
CO2とエネルギーの指標は改善できませんでしたが、廃棄物などは着実に改善できました。�

■環境会計導入の目的�
当社は21世紀に向け環境創造型企業をめざしてきました。

そのためには環境保全活動に関わる費用と効果を把握し、

効率的な環境経営に生かしていくことと、これらの情報を正

確に開示することによって企業のアカウンタビリティ（説明責任）

を果たし、ステークホルダーの理解を得ることが重要と考え

ています。�

■当社の環境会計�
費用と投資額は、2000年の環境庁（当時）ガイドラインを参考

にまとめました。経済効果については2001年5月に環境省より

出された「環境会計ガイドブックⅡ」に基づき、効果の項目や

環境指標に当社独自の考え方を加味して集計しました。�

■2000年度の環境会計�
2000年度の環境会計は、カンパニー制の導入に伴い、カン

パニー毎に評価できるよう集計しました。また、1999年度より

も集計範囲を拡大し、連結対象子会社の中で環境負荷の

大きい12社を追加しました。�

■環境会計の集計�
（1）集計対象範囲�

¡住宅カンパニー�

9関係会社＋1研究所＋カンパニー本社部門�

¡環境・ライフラインカンパニー�

5工場＋1研究所＋4関係会社＋カンパニー本社部門�

¡高機能プラスチックスカンパニー�

4工場＋1研究所＋8関係会社＋カンパニー本社部門�

¡本社部門�

積水化学本社＋新規事業本部＋その他�

（2）集計期間　2000年4月1日から2001年3月31日�

（3）集計の考え方�

¡減価償却費は財務会計上の金額としました。�

¡投資金額は集計期間の承認ベース金額です。�

¡環境保全活動以外の内容を含んでいる項目は、環

境保全に関する割合を10%単位で按分して算出し

ています。�

■表1　環境保全コスト�
項　　　目�

主な取り組み内容�分　類�

1）事業エリア内コスト�

2）上・下流コスト�

3）管理活動コスト�

4）研究開発コスト�

5）社会活動コスト�

6）環境損傷コスト�

合　　計�

大気、水質、騒音等の公害防止�

地球温暖化防止（省エネ）対
策等�

廃棄物削減、リサイクル、�
処理等�

容器包装の低負荷化、グリーン
購入に伴う差額など�

環境教育費、ISO維持、環境対
策組織維持費など�

研究開発�

社会貢献と情報開示�

事業所内オイル漏れ対応�

住宅カンパニー� 環境・ライフラインカンパニー� 高機能プラスチックスカンパニー� 全社（注1）�

費用額� 投資額� 費用額� 投資額� 費用額� 投資額� 費用額� 投資額�

229�

35�

382�

1�

153�

251�

43�

5�

1,099

142�

122�

98�

0�

0�

73�

4�

0�

439

393�

24�

327�

112�

338�

1,185�

135�

0�

2,514

99�

69�

77�

6�

0�

195�

0�

0�

446

351�

90�

393�

36�

307�

880�

35�

0�

2,092

503�

74�

52�

0�

1�

397�

0�

0�

1,027

980�

150�

1,106�

154�

941�

2,544�

883�

5�

6,763

746�

266�

226�

6�

1�

845�

53�

0�

2,143

当該期間の研究開発費及び投資の総額（百万円） （注2）�

総額に対する環境保全活動対応分比率（%）�

住宅カンパニー� 環境・ライフラインカンパニー� 高機能プラスチックスカンパニー� 全社（注1）�

投資額�研究開発費� 投資額�研究開発費� 投資額�研究開発費� 投資額�研究開発費�

6,051�

7.3

7,045�

3.6

4,300�

10.4

7,323�

16.2

7,685�

13.4

8,183�

10.8

21,207�

10.1

24,829�

10.2

項　　　目�

（注1）3カンパニーと本社部門の合計　（注2）研究開発費は連結対象会社総計、投資額は集計範囲内で算出�

考え方の概念図�

環境保全コスト�
（環境保全のための�
投資及び費用）�

（表1にて集計）�

環境保全効果「物量面」�

環境指標：売上高当りの環境負荷指数（総量）で評価（表2にて集計）�

環境保全効果の経済効果「貨幣単位」�

評価しておりません�

環境保全対策に伴う経済効果「貨幣単位」（表3にて集計）�

収　   益�

コスト節約�

1）リサイクルによる有価物収益�

2）環境保全研究開発の収益貢献�

3）企業イメージによる向上収益貢献�

1）インプットに伴う節約�

2）アウトプットに伴う節約�

3）リスク回避 ①保険料節約�
 ②保険料節約以外のリスク回避効果�
 ③資産価値減少回避�

有価物売却益�

環境配慮新製品売上高貢献分�

一�

省エネルギー活動によるコスト削減額�

廃棄物削減活動によるコスト節約額　  省梱包金額�

一�
環境保全活動貢献分�

一�

（単位  百万円）�
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■環境保全効果の評価指標について�
環境保全効果を評価する対象として、2000年度は環境中

期計画「STEP-21」の主要取り組み項目である炭酸ガス

発生量、エネルギー使用量、廃棄物量（発生量、外部委託

処分量）、環境汚染物質の排出量、ISO14001認証取得

事業所数、ゼロエミッション達成事業所数を取り上げました。

また、製品の環境負荷低減効果として当社が販売した住

宅の太陽光発電による炭酸ガス削減量も算出しました。�

生産の増減に連動した物量（事業エリア内効果）を評価

する際には、原単位（生産売上高あたりの環境負荷量）を

指標としています。�
■今後の進め方�
（1）連結ベースを基本に、環境負荷の大きな事業所を中心に

集計範囲の拡大と充実を図ります。�

（2）環境保全対策に伴う経済効果「貨幣単位」の算出方法

について検討を継続していきます。�

■2000年度の活動効果�
（1）環境保全コストは、費用額68億円、投資額21億円、合計

89億円でした。経済効果は、実質効果23億円、推定効果

90億円、合計113億円であり、推定効果を含めればコスト

に見合う効果があったものと考えています。�

（2）物量面の環境保全効果ではCO2発生量とエネルギー使

用量については、削減活動の成果に比べて生産に多く

のエネルギーを必要とする製品の増加や製品単価の落

ち込みの影響が大きく、1999年度に比べて増加しました。

それ以外の項目については着実に改善効果が出ています。�

環境保全効果�

効果の内容�

事業エリア内�
効果�

環境負荷指数（総量）� 環境指標/比較指数（売上高あたり）�

2000年実績�

住宅�
カンパニー�

環境・ライフライン�
カンパニー�

高機能プラスチックス�
カンパニー�

全社（注1）�
単位�

千トン�

千トン�

千Mwh�

千KR�

千トン�

千トン�

トン�

累積トン�

件�

環境保全対策に伴う経済効果�

住宅�
カンパニー�

環境・ライフライン�
カンパニー�

高機能プラスチックス�
カンパニー�

全社（注1）�効果の内容�

有価物売却益�

省梱包金額�

省エネルギー活動によるコスト削減額�

廃棄物削減活動等によるコスト節約額�

小　計（実質的効果）�

環境保全活動貢献分�

研究開発による環境配慮新製品貢献分�

小　計（推定効果）�

合　　計�

考え方�

分別、リサイクル推進による有価物としての売却益�

�

�

省資源活動含む�

�

事業所の付加価値に対する環境保全活動貢献分（注7）�

環境配慮新製品売上高×環境対応研究費割合�

4�

14�

5�

23�

46�

566�

2,448�

3,014�

3,060

7�

164�

260�

27�

458�

3,031�

429�

3,460�

3,918

52�

35�

367�

1,386�

1,840�

2,121�

416�

2,537�

4,377

64�

213�

632�

1,436�

2,345�

5,718�

3,293�

9,011�

11,356

■表3　環境保全対策に伴う経済効果「貨幣単位」�

■表2　環境保全効果「物量面」�

（注3）CO2換算は環境省公表の係数を使用　（注4）2000年度の係数で算出�
（注5）原油換算は経済産業省公表の係数を使用　（注6）PRTR、日化協基準による物質を対象�

（注7）環境配慮新製品分は除く�

自
己
評
価�

（単位  百万円）�

上・下流効果�

その他の�
環境保全効果�

項　　目�

CO2生産時発生量�

CO2焼却炉発生量�

電気使用量�

燃料使用量�

廃棄物発生量�

外部委託処分量�

環境汚染物質排出量（注6）�

太陽光発電による炭酸ガス削減量�

ISO14001認証取得事業所�

ゼロエミッション達成事業所� 件�

42�

8�

71�

6�

32�

2�

52�

15,469�

11�

3

70�

2�

160�

17�

17�

5�

361�

―�

2�

0

162�

7�

148�

28�

20�

1�

2,187�

―�

3�

2

307�

17�

389�

52�

70�

8�

2,615�

15,469�

16�

5

項　　目�

CO2発生量原単位�
（生産＋焼却） （注3）�

エネルギー使用量原単位�
（電力＋燃料） （注5）�

廃棄物総量原単位�

外部委託処分量原単位�

環境汚染物質排出量原単位�

太陽光発電による炭酸ガス削減量�

ISO14001認証取得事業所�

ゼロエミッション達成事業所�

単位�

トン/百万円�

KR/百万円�

トン/百万円�

トン/百万円�

トン/百万円�

累積トン�

累積件数�

累積件数�

99年度�

0.662�
（注4）�

0.353�

0.154�

0.041�

0.0063�

5,370�

34�

6

2000年度�

0.680�

0.364�

0.147�

0.017�

0.0058�

15,469�

50�

11

×�

×�

○�

○�

○�

○�

○�

○�
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1998

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

（億円）�

0
1999 2000（年度）�

152

1,255

1,385

2,016

1,340

2,094

142

1,290

159

4,808 4,866 4,768

1,401

1,270

1,938

住宅カンパニー�

環境・ライフラインカンパニー�

新規事業・他�

高機能プラスチックスカンパニー�

積水化学グループ�
（連結子会社１１４社）�
（従業員１万９千人）�

生産事業所�
（集計対象３２事業所）�

ゼロエミッション達成�
（１１事業所）�

ＩＳＯ１４００１認証取得�
（５０事業所）�

・　排水�
     （１，５００万トン）�

    ＣＯＤ排出�
     （８０トン）�

処分�
（８千トン）�

自然保護活動�
ビオトープ�

P36 P43

P32 P48

P14

エネルギー（原油換算１７万kR）�
　化学物質（１４万トン）�

・　プラスチック、木材、�
金属、紙・・・�

・　水（２，３００万トン）�

P41
P31

P12

P5

P6 環境会計�
STEP-21 排出�

廃棄物�
（５万トン）�

環境保全活動のまとめ�

積水化学グループの環境へのかかわりと、�
2000年度の主な活動の結果をまとめました。�

■対象事業所の生産売上高（工場出荷額）�
原単位計算の分母になる数値です。�

■事業の各段階における環境保全活動の�
　環境へのかかわり�
積水化学グループの実施している環境保全活動を、事業の

各段階と、環境へのかかわりのマトリックスでまとめました。�

この環境レポートも下記のマトリックスを念頭に構成しています。�

なお、下線部は2001年度初めて掲載、又は2000年度に比べ、

より具体的な内容を掲載している項目です。�

研究開発�

事 業 所 内�

地域環境・社会�

地 球 環 境�

生　産� 販売・流通� 社会的活動他�

省梱包（P21）�

社員教育（P22）�
　環境保全教育�
　公的資格取得�
積水化学自然塾（P23）�

環境配慮製品の開発（P24）�
環境保全、リサイクル技術の開
発（P30）�

ゼロエミッション（P12）�
廃棄物発生量削減（P14）�
環境汚染物質の管理（P31）�
大気・水質汚染防止（P32）�

使用済み製品の回収・リサイク
ル（P34）�
製品情報の提供（P33）�
シックハウス対策（P33）�

環境配慮製品の開発（P24）�
炭酸ガス削減（P40）�
省エネルギー（P41）�
代替フロン全廃（P40）�

海外の自然保護活動支援（P43）�

グリーン調達（P20）�
製品環境影響評価（P5）�

緊急時対応（P21）�
土壌汚染調査（P21）�

法規制の遵守、事故・苦情への対応（P32）�

太陽光発電住宅の販売（P42）�
省エネルギー（P42）�
環境対応車の導入（P42）�
グリーン物流（P42）�

各事業所の自然保護活動（P38）�
事業所ビオトープ（P36）�
コミュニケーション（P33）�

■関連する主な法規（一部略称で表記）�
¡公害防止等に関する法律�

大気汚染防止法、水質汚濁防止法、悪臭防止法、騒音規制法、

振動規制法、下水道法、ダイオキシン類対策特別措置法、�

瀬戸内海環境保全特別措置法など�

¡廃棄物・リサイクルに関する法律�
廃棄物処理法、容器包装リサイクル法、建設資材リサイクル法など�

¡化学物質に関する法律�
化学物質管理促進法（PRTR法）、オゾン層保護法など�

¡エネルギーに関する法律�
省エネ法など�

¡その他地方自治体条例、協定など�

●積水化学グループの環境へのかかわり�
�

事業の段階�
環　境�
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1998

500 120

100

80

60

40

20

0

400

300

200

100

排出量（千トン-CO2）� 原単位指数（1998年度を100）�

0
1999 2000 2002（年度）�

●炭酸ガス排出量、原単位の推移�

314 322 324

100 101.5 104.2
96

ＣＯ２（３２万トン）�
化学物質（１千トン）�
ＳＯＸ（１２７トン）、�
ＮＯＸ（５４０トン）、�
ばいじん（５３トン）�

P40
P31
P32

再資源化�
（４万２千トン）�

社会貢献活動�
P38

ＣＯ２削減（１万５千トン）�
・太陽光発電住宅�
（累計６，５００棟）�
環境配慮新製品�
（売上高７６９億円）�
�

P42

P24
P14

P34 使用済み製品�
リサイクル�

←排出量�

原単位指数↓�

●廃棄物の外部委託処分量・�
　再資源化率の推移�

1998

100

80

60

40

20

100

80

60

40

20

0

外部委託処分量（千トン）� 再資源化率（%）�

0
1999 2000 2002�

（年度末）�
（年度）�

0

25.2

64.6
73.3

89.1

100

　外部委託�
←処分量�

再資源化率→�

19.9

7.7

製品（連結売上高９，１３７億円）�

●炭酸ガス排出量削減活動は苦戦（P40）�

省エネルギー活動などで炭酸ガスの排出量を約7,700トン分

削減しました。しかしながら総量の増加をカバーできず、

1998年度比で排

出量は3 . 4％、原

単位は4.2％増加

しています。�

■2000年度の主な活動の結果�
●ゼロエミッション達成が11事業所に（P12）�

「事業所から出るすべての廃棄物をひとつ残らず再資源化」

するゼロエミッション活動に1998年度から取り組んでいます。

2000年度は新たに5事業所がゼロエミッション化を達成、累

計11事業所での達成となりました。�

また、2000年度より

社内認定制度を

つくり、審査に合

格した事業所に

社長名で認定証

を発行しています。�
●地域の人々と共同でつくるビオトープ（P36）�

事業所敷地内へのビオトープづくりに取り組んでいます。

2000年度は九州積水工業㈱をモデル事業所に、建設機械を

できるだけ使わず、植栽などは

（財）日本野鳥の会の助言を

得ながら社員と地域の方 を々

交えて手づくりで行いました。

2001年4月に開園式を行い、

現在は一般開放しています。�

●新エネ大賞受賞など…環境配慮新製品の開発（P24）�

省エネルギー化、省資源化、

再生原料使用など環境に配

慮した製品の開発に注力して

います。2000年度は35品目を

発売。「住宅用光・熱複合ソー

ラーシステム」が新エネ大賞・

経済産業大臣賞を受賞しました。�

●集計範囲を拡げた環境会計（P6）�

2000年度はカンパニー毎に集計しました。また集計対象を

拡大し、環境レポートの集計対象事業所は全て環境会計の

対象にしました。�

1.環境保全コスト� 2.経済効果�

効果の内容�

有価物売却益�

省梱包による貢献�

省エネによる貢献�

廃棄物削減での節約�

実質的効果小計�

効果額�

0.6

2.1

6.3

14.4

23.4

推定効果� 90.1

合　計� 113.5

分　類�

事業エリア内コスト�

上・下流コスト�

管理活動コスト�

研究開発コスト�

社会活動コスト�

環境損傷コスト�

合　計�

費用額�

22.4 12.4

1.5 0.1

9.4 0.0

25.4 8.4

8.8 0.5

0.1 0.0

67.6 21.4

投資額�

（単位  億円）� （単位  億円）�
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環境中期計画「STEP-21」とその進捗状況�

2000年度は取り組み28項目に対し、24項目で成果を出しましたが、4項目は目標未達でした。�
2001年度からは8項目を追加し、よりレベルアップした活動を進めます。�

環境中期計画「STEP-21」の進捗状況（1999～2000）�

積水化学グループは1999年度から環境中期計画「STEP-21」�

（Sekisui Total Environment Plan for 21st Century）の

中で具体的な目標を定めて環境保全活動を進めています。

2000年度の目標と実績は下表の通りです。ゼロエミッション、

EMSの構築、環境配慮新製品、事業所のビオトープ化など大

きな成果を出すことができました。その一方で、廃棄物発生量、

炭酸ガス排出量は売上高当たりの原単位を指標としている

ため、厳しい経済環境の影響を受け目標未達となりました。

ポリシー� 取り組み項目� 2000年度目標�

POLICY 1
環境保全�

POLICY 2
環境創造�

POLICY 3
情報開示�

①ゼロエミッションの推進�

生産事業所�

新築現場（新築廃材）�

廃棄物発生量削減�

②EMSの構築（ISO14001認証取得）�

③グリーン調達の導入�

①主力製品の回収・�
　リサイクルの推進�

システムの構築�

リサイクル率の拡大�

②建設廃棄物の回収リサイクルシステムの構築�

③環境配慮新製品の開発�

④環境・リサイクル対応技術の開発�

⑤LCAの導入�

①
環
境
課
題
へ
の
対
応�

②
自
然
保
護
活
動�

③
情
報
開
示�

1）炭酸ガスの排出量削減�

2）物流のグリーン化推進�

3）省エネルギーの�
　推進�

生産事業所�

本社�

研究所�

4）グリーン税制対応車の採用促進�

5）環境汚染物質の管理システム構築と�
　排出量削減�

6）省梱包の推進�

7）シックハウス問題への対応�

8）代替フロンの全廃�

9）洗浄用ジクロロメタン（有機塩素系溶剤）の全廃�

10）化学物質汚染管理�

1）海外自然保護活動支援�

2）地域の自然保護活動�

3）自然塾でのリーダー育成�

4）事業所のビオトープ化�

1）環境会計の実践�

2）環境レポートの発行�

モデル3生産事業所でゼロエミッションを達成�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

1998年度比で生産事業所の廃棄物発生量の生産売上高原単位を
13%以上削減�

国内累計52生産事業所、研究所で取得�

事務用品・機器に対して導入�

原材料・部材に対して予備調査完了�

モデル地区又は全国でシステムの構築を完了�
対象製品：塩ビ管・継手、LP管、FRP浴槽、雨とい、�

農業用ポリエチレンフィルム�

新認定基準で累計80品目以上を上市�

新製品売上高の環境配慮新製品売上高比率を15%以上�

1998年度比で炭酸ガス排出量を生産売上高原単位で2%以上削減�

1998年度比で生産売上高原単位2%以上削減�

大阪本社：前年度比で電気使用量を1%以上削減�

1998年度比でモデル研究所の電気使用量を2%以上削減�

省エネ車、低公害車の導入促進�

1998年度比で環境庁パイロット事業対象物質の排出・移動量を�
生産売上高原単位で15%以上削減�

1998年度比で対象製品（群）の変動費原単位で10%以上削減�

住宅を購入されたお客様へ引渡し前にホルムアルデヒド濃度を測定�

技術探索の終了�

1998年度比50%以上削減�

経団連自然保護基金を通じて支援�

主要生産事業所で活動回数の評価点5点以上�

従業員の参加率50%を達成�

リーダーを累計で200名育成�

モデル事業所で基盤工事完了�

年1回公表�

年1回発行、ホームページで公開�
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「STEP-21」Ver.2001（2001～2002）�

企業に要求される環境保全活動は年を追うごとに高度なもの

となっています。この環境中期計画「STEP-21」も、後半に

入る2001年度から取り組み項目と目標をレベルアップした

Version 2001として推進してまいります。�

環境安全部担当取締役�

那須 龍昭�

2000年度実績� 評価� 頁� 2002年度目標�

モデル3事業所を含め11生産事業所で達成�

（東京、大阪のモデル拠点でリサイクル手順のルール作りを完了）�

1.0％増加�

累計50の生産事業所、研究所、住宅販社で取得�

2000年10月運用開始�

納入業者、原料・部材の予備調査終了�

塩ビ管・継手・LP管：全国システム構築（1999）�

FRP浴槽：近畿地区システム構築�

雨とい：茨城地区でモデルシステム化検討�

農ポリ：廃プラ適正処理協議会へ参画し活動�

（塩ビ管・継ぎ手：リサイクル率44％）�

（LP管：リサイクル率10％）�

―�

累計108製品�

47％�

（無機ポリマー技術、廃プラ骨材化技術等進捗）�

―�

4.2％増加�

―�

6.1％増加�

1.6％削減�

7.8％削減（京都研究所）�

181台導入、更新・登録台数の20％�

原単位12％削減�

3.6％削減（住宅カンパニー）、0.4％増加（住宅カンパニー以外）�

引き渡し時の測定実施率：77％�

溶剤発泡、水発泡の技術探索終了�

47％削減�

（化学物質使用履歴調査終了）�

海外の9プロジェクトを支援�

5点未満の事業所数1、10点以上の事業所数29

参加率73％�

181名育成�

基盤工事終了、地域と共同でつくり込み開始�

2000年7月　環境レポートで公表�

2000年7月　環境レポート2000発行�
2000年8月　ホームページ改訂�

34生産事業所でゼロエミッション達成�

全国の新築現場でゼロエミッション達成�

1998年度比で生産事業所の廃棄物発生量の生産売上高原単位を
25%以上削減�

国内累計76生産事業所、研究所及び住宅販売会社で取得�
海外累計6事業所で取得�

2000年度から事務用品・機器に対して導入�

2001年度から原材料・部材に対して運用を開始�

モデル地区又は全国でシステムの構築を完了�
対象製品：FRP浴槽、雨とい、瓦、�

農業用ポリエチレンフィルム「花野果」�

塩ビ管・継手：マテリアルリサイクル率80%以上（2005年度）�

LP管：マテリアルリサイクル率30%以上（2002年度）�

全国で建設廃棄物リサイクル法に準拠したシステムの構築を完了�

累計100品目以上を上市�

新製品売上高の環境配慮新製品売上高比率を30%以上�

10テーマ終了�

各カンパニー・事業本部毎に事例の実行�

1998年度比で炭酸ガス排出量を生産売上高原単位で4%以上削減�

モデルシステムの構築を完了�

1998年度比で生産売上高原単位4%以上削減�

大阪本社：1998年度比で電気使用量を4%以上削減�
東京本社：2000年度比で電気使用量を2%以上削減�

事務所を対象として電気使用量を1998年度比4%以上削減�

積水リース取扱い公用車更新・登録台数に対し、50%以上を採用�

1998年度比でPRTR法の第1種指定化学物質の排出・移動量を生
産売上高原単位で30%以上削減�

1998年度比で対象製品（群）の変動費原単位で20%以上削減�

お客様引渡し時のトルエン、キシレン濃度について指針値以下を達成�

2005年度までに全廃�

洗浄目的での使用を全廃�

事業所の土壌汚染調査を計画的に実施する�

経団連自然保護基金を通じて支援�

主要生産事業所で活動回数の評価点10点以上を達成�

主要生産事業所従業員の参加率100%を達成�

リーダーを累計で250名育成�

モデル事業所で地域と一体となったビオトープの構築を完了�

年1回公表�

年1回発行、ホームページで公開�
サイト情報の開示�

※評価基準　◎…目標以上達成　○…ほぼ目標通り達成　×…目標未達�

―�

◎� 12

34

14

5

20

34

34

24

30

40

42

42

42

31

21

33

40

31

21

43

38

23

36

6

―�

×�

○�

○�

○�

◎�

◎�

○�

○�

◎�

◎�

×�

×�

○�

◎�

○�

○�

×�

○�

○�

○�

○�

○�

◎�

○�

◎�

○�

○�

―�

―�

―� 34

―�

―� ―�

―� 42

41

―�

11



 

ZERO EM
●廃棄物の外部委託処分量・�
　再資源化率の推移�

●カンパニー別の外部委託処分量・�
　再資源化率の推移�

1999 20001998 1999 20001998 1999 2000（年度）�1998
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外部委託処分量（千トン）� 再資源化率（%）�

0

5.9 5.0
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0.7

13.9

1998

100

80

60

40

20

100

80

60

40

20

0

外部委託処分量（千トン）� 再資源化率（%）�

0
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（年度末）�
（年度）�

0

25.2

64.6
73.3

89.1

100

　外部委託�
←処分量�

再資源化率→�

19.9

7.7

住　宅� 高機能プラスチックス�環境・ライフライン�

2002年度、全34生産事業所での達成をめざし、産業廃棄物以外にも対象を拡げたゼロエミッションを�
進めています。2000年度は計画より早く5事業所（累計11事業所）が達成しました。�

●積水化学グループゼロエミッション化へのスケジュール�

◆関係会社を含むグループ全体
の取り組みとして�

本来、私たちが暮らす地球は、さまざま

な循環作用によって成り立っています。

植物は大地から養分を受け取り、動物

はそれを糧とし、やがて微生物の力を

借りて再び大地に戻っていきます。また、

生命の源である水も、海・大気（水蒸気）・

雨の循環を何度も繰り返しながら、地

球に潤いと恵みをもたらしています。し

かし、人間の営みはといえば、自然循

環のサイクルに則ったものばかりでは

ありません。過度な産業活動によって

サイクルからはみ出した多くのゴミや

負荷を生みだし、地球に大きなダメー

ジを与えています。�

積水化学では、早くからゴミ問題を重

視し、廃棄物削減運動に取り組んでき

ました。1979年には、廃棄物の外部委

託処分量削減と熱回収を目的としたヒ

ート・リサイクルセンター（HRC）を滋賀

水口工場に設置。1991年から1993年

にかけては「ウエイスト50（廃棄物半

減化）活動」と名付けた、外部委託処

分量の半減化運動（1990年度比）を

展開しました。�

そして、その運動を一層進めるため、

1998年に経営トップにて構成する環

境委員会において、積水化学グルー

プのゼロエミッションを決定し、直ちに

取り組みを始めました。活動開始当初

から積水化学単独の取り組みではなく、

グループ全体の取り組みとして積極的

に推進し、2002年までに関係会社を

含む全34事業所（当社工場9、関係会

社25）で、すべての廃棄物を再資源

化することを目標としています。�

Special　EditionⅠ�

グループ�

第1グループ�

モデル事業所�

第2グループ�

事 業 所�

第3グループ�

事 業 所�

1998 1999 2000 2001 2002年度� 対象事業所�

滋賀水口工場　セキスイボード㈱水口事業所�

九州積水工業㈱　積水フィルム西日本㈱多賀工場�

北海道積水工業㈱　東都積水工業㈱　積水テクノ成型東日本㈱�

積水テクノ成型㈱　徳山積水工業㈱　四国積水工業㈱�

積水フィルム北海道㈱　積水フィルム東日本㈱　積水フィルム九州㈱�

積水化工㈱　積水化工㈱ソフ事業所　㈱ヴァンテック�

滋賀栗東工場　群馬工場　奈良工場　東京工場　新田工場　尼崎工場�

武蔵工場　堺工場　岡山積水工業㈱　北日本セキスイ工業㈱�

東日本セキスイ工業㈱　関東セキスイ工業㈱　東京セキスイ工業㈱�

中部セキスイ工業㈱　関西セキスイ工業㈱　中国セキスイ工業㈱�

西日本セキスイ工業㈱　セキスイボード㈱群馬事業所�

2事業所達成�

5事業所達成�

事業所名�：1999年度ゼロエミッション達成�

事業所名�：2000年度ゼロエミッション達成�

事業所名�：2001年4月スタート�：実績�

：計画�

◆1～2年前倒しで、11事業所
がゼロエミッションを達成�

当社は、住宅カンパニー、環境・ライフ

ラインカンパニー、高機能プラスチック

スカンパニーの3事業からなっており、

住宅からプラスチック成型品、化学品、

医薬品に至るまで、さまざまな事業分

野で企業活動を行っています。そのた

め使用する原材料の種類は多岐にわ

たり、発生する廃棄物も多種多様なも

のとなっています。�

そこで、効率的で且つ迅速なゼロエミ

ッションを実現するために、まずモデル

事業所を設け、順次、水平展開してい

くことが有効と考えました。対象事業

所を3グループに分け、第1グループで

2000年度までにゼロエミッションを達成

し、第2グループで2001年度、第3グル

ープで2002年度までに達成するスケ

ジュールを定めたのです。�

1999年度末には第1グループの滋賀

水口工場、九州積水工業㈱、積水フィ

ルム西日本㈱多賀工場、セキスイボード

㈱水口事業所が目標より1年早く、また

第2グループからは武蔵工場、西日本

セキスイ工業㈱の2事業所が目標より

2年早くゼロエミッションを達成しました。�

さらに、これらの達成事業所の水平展

ゼロエミッションと廃棄物削減�

4事業所達成�
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MISSION
●ゼロエミッション達成基準�

開により、2000年度には第2グループ

の中から5つの事業所が目標より1年

早く達成しました。�

2001年度は、第2グループの残り全て

の事業所達成をめざすとともに、2001

年度より新たに加わった事業所を含めた、

第3グループの積極的なゼロエミッショ

ン活動を推進していく予定です。� ①サーマルリサイクルしない外部焼却、外
部埋め立て、内部埋め立てをしないこと。�

　（再資源化率100%）�
②再資源化方法、再資源化業者が明確で
あり、委託契約が締結されていること。�

活動の展示（積水フィルム西日本多賀工場）�

分別回収ステーション（武蔵工場）�

◆紙コップひとつにまでこだわ
ったゴミ哲学�

ゼロエミッションという言葉は国連大学

学長顧問であったグンター・パウリ氏が

大量生産、大量消費、大量廃棄の20世

紀型社会を反省して、廃棄物を無くし、

資源を繰り返し使う社会をめざしましょ

うと1994年に提唱したものであり、廃棄

物のない社会をめざすという意味から「廃

棄物ゼロ」と訳され、主に民間企業で生

産活動から排出される廃棄物の再資

源化に積極的に取り組まれています。

しかし当社では同じ取り組むからには

生産工程で出る廃棄物だけではなく、

従業員が使用した紙ゴミ、紙コップ、た

ばこの吸いがらなど、事務所や厚生施

設などから発生する廃棄物全てを含め

ることにしました。�

当社の考えるゼロエミッションは、「事業

所から出る全ての廃棄物を一つ残らず

再資源化すること」と定義し、サーマル

リサイクルしない焼却ゼロ、敷地内外を

含めた埋立ゼロを進めています。�

◆厳しい評価基準に基づいた�
　ゼロエミッション認定制度�
ゼロエミッションは、達成した後もその状

態を維持して行くにはより高いレベルの

廃棄物管理が必要となります。そこで、

2000年度から新たに「ゼロエミッション

達成度評価表」という統一評価基準に

基づいて社内で審査し、認定する制度

を設けました。�

「ゼロエミッション達成度評価表」は、①

ゼロエミッション達成基準に合致してい

ることを最低条件とし、さらに②法規制

がしっかり遵守されているか、③分別管

理のルールや仕組みができており、見て

わかるように表示できているか、④廃棄

物関連施設の管理が適切か、⑤廃棄

物発生量削減の計画・管理ができてい

るかといった観点を加え、計25項目で構

成されています。�

この評価表に基づいて本社・カンパニー・

達成済み事業所がチームを組んで審

査を行い、各項目を1～3ランクで評価し

た結果全て2ランク以上の事業所をゼ

ロエミッション達成事業所として認定、

社長よりゼロエミッション認定証を発行

するという制度です。�

ゼロエミッション達成事業所はさらに、

すべての評価項目を3ランク以上にする

活動を続けています。「ゼロエミッション

達成事業所」から「見せる事業所」へ

レベルアップし、地域、及び業界のリー

ダーとして社外に情報発信していける

事業所をめざしています。�

（紙類）�
OA紙、カタログ、ハガキ、�
ノーカーボン紙、封筒等、�
原料袋、段ボール�

廃FRP

廃油・廃溶剤�

焼却灰�

水銀灯・蛍光灯� 無機廃材・�
無機汚泥�

二酸化炭素＋水に分解�

微生物分解�

温泉、スチーム�

ボイラーの燃料�
トイレットペーパー、�
ティッシュペーパー�

再生紙�

廃棄物の種類�

U字溝、歩行板、テトラポット、�
舗装材�

コンクリート製品�

ガラス繊維、マット、花瓶、食器�

ガラス製品�

タイル、陶管、サニタリー製品�

陶磁器製品�

セメント原燃料�

製鉄高炉還元剤�

卵パック、自動車足マット、�
サンダル、塩ビ管�

再生製品�

鉄屑�

油化�

水銀�

電子部品�

道路路盤材�

固形燃料化�

チップ化�

飼料・肥料�

再蒸留�

乾電池�

廃缶・金属�

塩ビ・軟質塩ビ�

生ゴミ�

廃木�

厨芥・木の葉・草�

各種廃プラスチック�
（PE、PS、PP等）�

アルミラミネートフィルム�

ガラス瓶・�
廃安全ガラス�

●廃棄物の再資源化方法�
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ZERO EM

●廃棄物の総発生量・原単位の推移�

●カンパニー別の総発生量・原単位の推移�
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◆廃棄物削減の取り組み�
ゼロエミッションという取り組みは、埋立・

単純焼却される廃棄物をゼロにし、再

資源化100％をめざすことを目的とした

活動です。しかし、ゼロエミッションとい

う目標が達成されることは、文字通りゼ

ロの原点に戻ることであり、そこからが

また新たな出発点になると私たちは考

えています。�

リサイクル（再生利用）によるゼロエミ

ッション達成はもとより、リデュース（発

生抑制）・リユース（再使用）の視点

に立ち戻り、廃棄物を発生させない

取り組みも行っています。環境中期

計画「STEP-21」では2002年度まで

に1998年度比原単位（生産売上高

あたりの発生量）25％以上削減を目

標としています。�

2000年度ではいろいろな取り組みにも

かかわらず、原単位はまだ横這いの状

態ですので、今後は廃棄物発生量削

減により注力していきます。�

Special　EditionⅠ�

●廃棄物発生量原単位削減に効果のあった取り組み�

�

高機能プラスチックス�
カ ン パ ニ ー�

環境・ライフライン�
カ ン パ ニ ー�

住 宅 カ ン パ ニ ー�

インライン回収率改善�
切粉を再ペレット化して利用�
端材を粉砕し、他製品に再利用�

塩ビ廃材、切粉の再利用化（再生管など）�
端材をスタート原料に再利用�

塗料変更によるサンドブラスト廃止�
外壁材の端材を制振おもりの原料に活用�
納入部材の省梱包化�
排水処理機を廃活性炭の出ないタイプに更新�
接着剤変更によりケイ砂廃止�
PPバンド結束数減�
タンク増設により洗浄回数削減でき、塗料廃液削減�

廃棄物発生量削減取り組み�

●廃棄物の発生・処理の状況�

熱回収�
蒸気 21,817トン�

場内再利用�
16,632トン�

焼却灰 810トン�
有価売却�
10,995トン�
15.7％�

場内焼却�
9,470トン�
13.5％� マテリアルリサイクル�

30,384トン�
43.4％�

サーマルリサイクル�
11,538トン�
16.5％�

単純焼却�
364トン�
0.5％�

埋立処分�
7,287トン�
10.4％�

廃棄物量の内訳�総発生量の内訳�

廃油・廃酸・�
廃アルカリ�
2.9％�

廃油・廃酸・�
廃アルカリ�
3.2％�

石膏ボード　4.4％�石膏ボード　3.7％�

金属くず　4.5％�金属くず　4.5％�

紙くず　5.7％�紙くず　6.2％�

木くず�
10.3％�

木くず�
10.0％�

汚泥�
10.4％�

汚泥�
10.0％� ガラス・陶磁器くず�

29.2％�
ガラス・陶磁器くず�

24.6％�

廃プラスチック�
27.6％�

廃プラスチック�
33.7％�

その他　3.6％�その他　2.9％�
焼却灰�
1.4％�

焼却灰�
1.2％�

再資源化委託�
41,922トン�
59.9％�

廃棄物量�
59,043トン�
84.3％�

総発生量�
70,038トン�
100％�

外部処分�
　　 7,651トン�
　　　 10.9％�

2002年度、廃棄物発生量の原単位25％削減（1998年度比）を目標に活動しています。�
2000年度は総発生量の削減はできましたが、原単位は1％増の結果でした。�
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MISSION
◆廃棄物を活用する新技術�
ゼロエミッションの意義は、それを達成

することにあるのではなく、それを継続

して推進し、さらによりよい環境をめざし

て改善していくことにあります。�

当社でも、ゼロエミッション達成事業所

の継続活動はもとより、回収した廃棄物

のリサイクル利用や新たな商品原料と

しての用途開発、技術開発等を積極的

に進め、ゼロエミッションが永続的に実

現するようシステムの構築を図っています。�

例えば、当社が生産している住宅用

外壁材「シンセライト」では、製造工程

で発生する端材や廃材を木チップと

セメントに再分離し、原料の一部とし

て利用しています。セキスイボード㈱

の群馬事業所及び水口事業所では、

シンセライト用のリサイクルセンターを

設置し、ゼロエミッションの推進、資源

の有効活用に貢献しています。�

また、塩ビをはじめとする廃プラスチック

のリサイクル技術として、廃プラスチック

を骨材化する技術を開発しています。

この技術の特徴は、5㎜以下に破砕し

た廃プラスチックの表面を特殊コーティ

ングし、セメントとの密着性を上げること

です。現在この技術は高速道路の遮

音壁、エクステリアの透水性舗装材な

どとして実用評価を行っている段階です。�

廃プラ骨材化技術の概要�

1.目的　①再資源化困難廃棄物のゼロエミッション化�

②回収リサイクル技術の確立�

2.設備投資　1.9億円（設置事業所：滋賀栗東工場）�

〈設備概要〉●建屋7m×40m�

●処理能力600㎏／時間�

完工：2001年3月末�

3.廃プラ骨材化プロジェクト　 設備導入、評価、用途開発�

4.用途開発�

プレキャストコンクリート�
住宅外構部材�

道路遮音壁�

軽量透水性ブロック�

透水舗装�

透水性樹脂舗装�

透 水 性 ブ ロック�

舗 装 材�

5.これまでの成果�

［骨材物性評価］軽量骨材のJIS規格を満足することを確認�

［成型体評価］コンクリート圧縮強度1月末評価開始、3月初旬評価完了�

［試験施工］軽量透水性ブロック（写真1）滋賀栗東工場内�

透水性樹脂舗装材（写真2）滋賀栗東工場内�
長期評価中�

軽量透水性ブロック（写真1）� 透水性樹脂舗装（写真2）�

廃棄物を活用する独自技術の開発を進めています。�
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積水フィルム西日本㈱多賀工場�

セキスイボード㈱水口工場�

滋賀栗東工場�

西日本セキスイ工業㈱�

九州積水工業㈱�

滋賀水口工場�関西セキスイ工業㈱�

奈良工場�

岡山積水工業㈱�

中国セキスイ工業㈱�

積水テクノ成型東日本㈱�
奈良工場�

積水化工㈱本社工場�

四国積水工業㈱�

徳山積水工業㈱�

積水フィルム九州㈱�

③中部セキスイ工業㈱�

②堺工場�

①尼崎工場�

③中部セキスイ工業㈱�②堺工場�①尼崎工場�

生 産 品 目�
�
廃棄物発生量�
主たる廃棄物�

：�
�
：�
：�

粘着テープ、発泡製品、テープ医薬、
住宅外壁など�
年間約2,000トン�
廃プラ64%、汚泥4%、紙3%、�
木くず1%など�

主たる廃棄物の再資源化例�
・廃プラ　火力発電燃料�
・廃石膏ボード　セメント原燃料�
・塗料廃液汚泥　セメント原燃料�

生 産 品 目�
廃棄物発生量�
主たる廃棄物�

：�
：�
：�

可塑剤、接着剤、変成シリコーンなど�
年間約800トン�
汚泥57%、廃プラ12%、紙類8%、�
焼却灰7%など�

主たる廃棄物の再資源化例�
・汚泥焼却後の焼却灰　路盤材�
・廃アルカリ　セメント用補助燃料�
・廃プラ　火力発電燃料、セメント原燃料�
・廃パレット　圧縮ボード、燃料�

生 産 品 目�
�
廃棄物発生量�
主たる廃棄物�

：�
�
：�
：�

セキスイハイム及び�
セキスイツーユーホーム�
年間約2，700トン�
木くず44％、廃外壁18％、�
廃石膏ボード15％、紙類5％、�
焼却灰4％、廃プラ2％、その他12％�

主たる廃棄物の再資源化例�
・木くず　パーチクルボードの原料�
・廃石膏ボード　石膏ボードの原料�
・焼却灰　路盤材�
・廃外壁　外壁材生産工場にてセメントと木に分離し、
　　　　木は外壁に再利用、セメントはセメント原燃料�

ゼロエミッション推進にあたっては、職場特有
の廃棄物（廃石膏ボード、ハイム外壁製造ライ
ン工程の清掃時に発生する汚泥）を、低コスト
で処理してくれる再資源化業者を探すことに
苦労しました。また、工場内で廃棄物の分別
ルールを特に設けていなかったため、「分別」
と「分別表示」を徹底するまでにかなり時間が
かかりました。しかし、さらに「見せる事業所」
へランクアップをめざしており、これからがほん
とうの苦労だと感じています。�

堺工場は、目標より1年前倒しの達成をめざし、
活動を推進してきました。各部署から排出され
る廃棄物の量・処理方法を把握し、そのリスト
作成に始まり、分別方法、表示類と集積場の
整備を進めてきました。活動の特長として、従
来からある廃棄物用設備とスペースを活用し、
コストをかけない活動、通函化の推進、および
廃棄物1品目に対し処理業者との複数契約を
心がけました。今後、廃棄物処理コストの低減
に取り組んでいきます。�

当社では、製造・事務系を問わず、全員参加で
のゴミ分別徹底、リサイクル100％に取り組んで
きました。最後までネックとなったのが焼却灰で
すが、2000年末に処理業者と提携し、焼却灰
を再度1,500度の高温で溶融し、固めて路盤材
としてリサイクルするルートを確保。念願のゼロ
エミッションを達成しました。今年度は、4R（削減・
回収・再使用・再資源）を実現し、2000年度比
33％総廃棄量削減をめざしています。�

安全環境課係長�

森永英治�
企画管理部安全環境グループ長�

藤田信夫�
環境安全部環境安全グループヘッド�

加藤満博�

Special　EditionⅠ�

2000年度ゼロエミッション達成事業所の紹介�
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MISSION

ゼロエミッション達成事業所�

第2グループ事業所�

第3グループ事業所�

（事業所名は2001年3月31日現在）�

武蔵工場�

⑤北日本セキスイ工業㈱�

東日本セキスイ工業㈱�

新田工場�

関東セキスイ工業㈱�

東京工場�

群馬工場�

セキスイボード㈱�
群馬事業所�

積水フィルム東日本㈱�

積水テクノ成型東日本㈱�

㈱ヴァンテック�

東都積水㈱�

積水化工㈱ソフ事業所�

北海道積水工業㈱�

積水フィルム北海道㈱�

④東京セキスイ工業㈱�

④東京セキスイ工業㈱� ⑤北日本セキスイ工業㈱�

生 産 品 目�
�
廃棄物発生量�
主たる廃棄物�

：�
�
：�
：�

セキスイハイム、セキスイツーユーホー
ム及びハイムアルミ外壁�
年間約5,600トン�
木くず32％、廃プラ19％、�
廃石膏ボード・紙類14％、鉄類10％�

主たる廃棄物の再資源化例�
・木くず　パーチクルボードの原料�
・廃プラ　溶融して制震錘に製品化�
・おが屑　牛、豚の床敷き�
・焼却灰　固化して路盤材�

生 産 品 目�
�
廃棄物発生量�
主たる廃棄物�

：�
�
：�
：�

セキスイハイム及び�
セキスイツーユーホーム�
年間約370トン�
木くず35%、廃プラ24%、�
廃石膏ボード24%、紙類5%など�

主たる廃棄物の再資源化例�
・木くず　パーチクルボードの原料�
・廃プラ　サーマルリサイクルとセメント原燃料�
・紙類　トイレットぺーパーなど再生紙�

当社は、内部処理施設がなく、ゼロエミッション
達成は廃棄物の全量を外部でリサイクル処理
することが必須でした。仕組みとしては、廃棄
物を排出する職場ごとに分別し、場内の数カ
所に設置した分別ステーションに移動し、定期
的にリサイクル先に運搬する方法で運用して
います。従業員全員が守れる・守る分別基準
作りに注力して活動し、当初目標より8ヶ月前倒
しで達成できました。�

当社は、マテリアルリサイクルを中心に再資源
化を行い、廃棄物の削減、分類の徹底をゼロ
エミッション活動の柱として取り組んできました。
また、従来よりさまざまな再資源化に挑戦し、
2000年度は残されていた「食堂汚泥」「出荷
部材倉庫の廃棄物」削減への取り組みを完了。
全廃棄物の再資源化を達成しました。今後は
廃棄物総量・処理費用の削減、管理の向上を
テーマに、更なるレベルアップをめざして活動
を継続していきます。�

安全環境管理部長�

戸塚　博�

企画管理部�
企画・環境安全グループリーダー�

成田章博�
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ZERO EMISSION

101種類50品目の�
分別廃棄を実施。�
セキスイハイムの外壁材を製造するセキ

スイボード㈱群馬事業所は、97年度で

年間、約4,000トンの廃棄物が、焼却、

及び埋め立て処理されていました。そこ

で1998年からゼロエミッション化を推進し、

廃棄物削減のための早急な対策として、

事業所から搬出される廃棄物総量の削減、

発生した廃棄物の分別、再資源化の推

進を図っています。特に廃棄物の分別

については、1999年4月から本格的な活

動を開始し、現在、101種類50品目に細

分化する新分別基準を作成して取り組

んでいます。�

また、例えば不良外壁（シンセライト不良、

タイル外壁含む）については、各発生工

程で分別解体し、鉄フレームは鋼材原

料化、シンセライト端材は当社シンセライ

トリサイクルセンターに投入し、破砕・分

級してインライン原料化するなどの再資

源化を実施。2001年1月からは、再分級

設備を導入して処理能力を2倍にアップし、

廃棄物の再資源率を向上させています。�

その一方で、2000年4月に事業所内焼

却炉を廃止したことに伴い、燃やしてい

たゴミを再資源化する業者の調査を行

いました。これにより、これまで焼却処理

されていた可燃ゴミ約6トンのうち70％が、

再生紙、木チップ、熱回収としてリサイク

ルされています。�

積水化学グループでは、多くの事業所、関係会社が、2001年度ゼロエ

ミッション達成に向けた活動を行っています。そこで、いままさにゼロエ

ミッションを達成しようとしているセキスイボード㈱群馬事業所の取り

組みをご紹介します。�

従業員が取り組みやすい�
ルール作り。�
積水化学グループのゼロエミッション定

義に従って、当事業所でも生産工程で

発生する産業廃棄物から事務所、厚生

施設から発生する事務系のゴミまで、す

べてをゼロエミッションの対象としています。

そのため分別されるゴミの数は多種多様

にわたり、分別開始当初はなかなか現場

で徹底されず、ゴミ箱への異物混入や、

日本語での表示では外国人従業員が理

解できないなどの不具合が発生しました。�

そこで、各部所の現場推進者である係長、

作業長を集め、分別の必要性とルール

について説明会を開催するとともに、現

場の声を反映させた分別ルール作りを

行いました。異なった種類のゴミが混ざ

らないよう分別への理解を深め、説明会

や文書による指導を行ったり、識別しや

すいようにゴミの表示をそれぞれに工夫し、

色分けや写真、現物を貼るなどして廃棄

しやすい環境を工夫しています。また、当

番制ルールを作り、一旦部所のゴミを工

程内分別ステーションに収集して週単

位で廃棄物置き場に運搬するようにしたり、

月に1度、推進者会議を開催し、現場パ

トロールを行ってゴミの分別具合をフィー

ドバックして改善するよう努めています。�

さらなる環境保全への�
貢献をめざして。�
事業所のゼロエミッション化は、分別廃

棄ひとつとっても全従業員の協力なく

しては達成することができません。当初

こそ従業員の負担が増え、混乱があっ

たようですが、現在はルールもかなり浸

透し、ゼロエミッションへの意識も向上

しています。�

当事業所では、2001年9月のゼロエミッ

ション達成をめざしていますが、ゼロエミ

ッション化の実現はひとつの目標に過

ぎず、それ以後の活動こそ重要であると

考えています。�

今後は、総廃棄物削減目標の達成はも

とより、回収セメントの用途展開を推進

して商品化をめざすとともに、サーマルリ

サイクル品目をさらなる分別や業者探

索によりマテリアルリサイクル化するよ

う推進していく予定です。�

セキスイボード㈱群馬事業所のゼロエミッション達成に向けた活動事例。�

Special　EditionⅠ�

セキスイボード㈱群馬事業所  技術部長�

辰馬 誠蔵�

分別が一目でわかるように透明袋を用いた工程内分別ステーション�
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N

事業所と環境�
事業所内における環境保全活動�

開発�
　●グリーン調達�

　　生産�
　●緊急時対応�

　　●土壌汚染調査�

流通�
　●省梱包�

環境保全教育・啓発活動�

TOPICS�
　●積水化学自然塾
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開発� 原料調達� 生産� 販売�

グリーン�
調達基準�

NO

YES

グリーン調達基準�
調査・評価�

改善依頼�
代替品検討�

データベース�
開　発�

採　用�

適合�不適合�

データ無し�

評価データ�

確認�

データ有り�

評価結果�
登録�

（� ）�取引先�
材料等選定�

開発：グリーン調達�

新たにグリーン調達システムを導入し、資材の購入段階から環境に配慮した製品開発を行います。�
事務用品などのグリーン購入は2000年度より運用を開始しました。�

■グリーン調達システム導入の狙い�
1995年度より、当社では製品の開発時に「製品環境影響評価」

を実施し、製品の原材料等について厳しいチェックを行うこと

により環境負荷の低減に努めてきましたが、お取引先の環境

配慮度の評価は行っていませんでした。�

そこで、環境負荷の低い原材料などを環境負荷の低い調達

先から購入する「グリーン調達システム」を従来の「製品環

境影響評価」の中に組み込み、原料調達段階から高いレベ

ルの環境配慮を行い総合的に環境負荷の低減を図ります。�

■原材料、包装材料、設備の取り組み�
2000年度の約1年間をかけて、調達基準の策定、運用基準・

方法の決定など、グリーン調達システムの運用に不可欠な検

討を行ってきました。また、その活動の中で策定したグリーン

調達基準に基づいて、主要なお取引先とその商品の調査も

行っています。その結果を踏まえて、2001年度下期から下記

のシステムフローに従って運用を開始します。�

■事務用品・機器の取り組み�
事務用品・機器のグリーン購入は以前から実施していまし

たが、各々の部所が独自に進めていたため統一的な活動

となっていませんでした。そこで、積水化学グループの統一

基準として「グリーン購入基準」を策定し、2000年度下期

からこの基準に従って運用を開始しました。2000年度下

期の事務用品・機器のグリーン購入実績は右記の通りです。�

また、事務用品・機器の中で特に文具関係については、

「ぷらぷらねっと」と名付けた購入システムをイントラネット

上に導入し、グリーン製品購入の一元化を進めています。�

このシステムは大阪本社を主体に運用を開始しましたが、

順次、運用部所を拡大する予定です。�

●購入実績（2000年10月1日～2001年3月31日）�

購入品名� 購入金額�

約2,000万円�

約9,300万円�

コピー用紙�

文具・機器�

●グリーン調達基準の概要�
取引先基準�

ISO14001の認証を取得済みである�

社内組織�環境管理を担当する責任者がいる　など5基準�

製品アセス
メ ン ト�

商品開発時などでアセスメント
をしている　など3基準�

使用・廃棄
時の環境

従来品等に比べて長寿命化し
ている　など9基準�

リサイクル
設計・構造�

再資源化可能な材料等を使用
している　など5基準�

情報開示�環境面に係わる注意事項、関連情報を提供できる など2基準�

商 品�
梱 包 材�

従来品等に比べて梱包材の使
用量が少ない　など8基準�

遵 法�事業関連の環境関連法を把握している　など5基準�

管 理 の�
仕 組 み�

内部監査を行っている　など
5基準�

自主活動�環境負荷低減の提案ができる　など8基準�

情報開示�自社の環境保全に関する情報を公開している�

商品基準�

グリーン調達基準適用取引先・基準� グリーン調達基準適用外�

調達部所� ○販社・工事会社、事務所�○本社＋事業部、工場、グループ生産会社�

取 引 先�

■事務用品、ソフト、印刷等の
サービス提供型メーカー�
■当社が全ての原材料を指定、
または支給する外注先�

■生産材メーカー、商社、輸入業者、�
　当社製品の生産委託先  �
■設備メーカー（建物、土木、工事含む）�

●原料調達時の環境配慮の仕組み�
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生産・流通�

リスク回避の徹底や省梱包など、環境・安全に配慮した活動を続けています。�
2001年度からは土壌汚染調査を計画的に進めます。�

■緊急時対応�
事業所では、緊急事態が生じたときの環境

汚染の予防と拡大を防止するため、各事業

所で想定した緊急事態について処置・通報

の訓練を年1回以上実施しています。その代

表的な手順フローと2000年度の訓練実績は

以下の通りです。�

■土壌汚染調査�
2001年度から、土壌・地下水汚染対策指針で定めている対

象化学物質等を過去に取り扱っていた、または、現在取り扱

っている事業所の調査を指針に準じて計画的に行います。

調査を予定している事業所は、右記の通りです。�

■省梱包�
2002年度までに、変動費原単位で20％削減（1998年度比）

を目標として、販売している製品の省梱包に取り組んでいます。

2000年度は、環境・ライフラインカンパニーで4．5％増、高機能

プラスチックスカンパニーで4．3％減、合計で1．4％増という結

果で目標に対して未達となりました。�

また、当社が販売している住宅は、その80%以上を工場で組

み立てるユニット工法を採用しているため、本来梱包材をほと

んど使用しません。従って、住宅カンパニーは調達部材の梱

包材について同じ目標で省梱包に取り組んでいます。2000

年度は3．6％減の結果でした。その推移状況は右表の通りです。�

今後は、2002年度目標の達成をめざしてさらに積極的に取り

組みます。�

●想定した緊急事態と訓練回数�

想定した緊急事態� 回数�
45
6

油等の漏洩・流出�
溶剤等の大気放出�

78火災発生�

●緊急事態対応の仕組みの例�

●訓練事例�

緊急事態の特定�

目的：環境汚染の予防と緊急事態が生じたときの汚染の軽減�

改善活動�

予防保全�

適正管理� 対応手順�
不備�

教育�
・�
訓練�

環境側面の見直し�

手順書見直し・改定�

改善テーマ�

管理テーマ�

記
　
録�

事
業
所
の
環
境
側
面
の�

抽
出
と
リ
ス
ク
評
価�

環境側面の見直し�

九州積水工業㈱�
汚染拡散防止の土のう設置�

堺工場�
共同防災隊訓練�

筑波研究所�
廃アルカリ運搬時の流出防止�

住宅カンパニー�

東日本セキスイ工業�
関西セキスイ工業�
中国セキスイ工業�
西日本セキスイ工業�
セキスイボード�
　群馬事業所�

環境・ライフライン�
カンパニー�

滋賀栗東工場�
群馬工場�
東京工場�
積水化学北海道�
東都積水�
ヴァンテック�
岡山積水工業�

高機能プラスチックス�
カンパニー�

尼崎工場�
武蔵工場�
滋賀水口工場�
堺工場�
水無瀬研究所�
積水テクノ成型東日本�
　本社工場�
四国積水工業�
積水フィルム九州�

本社管轄�

徳山積水工業�

●主な調査対象事業所�

●省梱包の活動結果の推移�

目　標�
（2002年度）�

実　　績�

1999年度�2000年度�

環境・ライフラインカンパニー�

高機能プラスチックスカンパニー�

合　　計�

住宅カンパニー�

80

80

80

80

102.0

97.6

99.8

97.0

104.5

95.7

100.4

96.4

（1998年度を100とする原単位指数）�
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開発段階から環境に配慮した製品開発が出来る技術者を

育成するための環境技術基礎研修や、事業所の内部監査

員を養成する研修など、各階層を対象とした教育や啓発活

動を実施しています。これら以外にも、社内のイントラネットを

活用した全社的な情報伝達や、事業所内の環境教育・訓練

を環境保全活動の効率的推進に生かしています。�

新入社員研修�
新入社員を対象にした、環境保全活動の重
要さと当社の取り組みを知る研修�

環境技術基礎研修�
若手技術者を対象とした、環境関連法令、当
社の取り組み、開発段階での環境配慮への
理解を深める研修�

EMS内部監査員養成研修�
環境マネジメントシステム（EMS）への理解を
深め、事業所でのEMS内部監査を実施でき
る要員を養成する研修�

EMS構築専門家養成研修�
ISO14001のマネジメントシステムの内容とシ
ステム構築の進め方を中心とし、システム構
築のリーダーを養成する研修�

自然保護活動リーダー育成研修�

社報�

講演会�

安全環境改善発表会�
各事業所が環境改善・環境保全活動の成果
事例を発表し、事業所間の技術情報交換・
意見交換・相互研鑚を行う場�

全員参加の�

教育・啓発活動�

2000年度実績�

主な資格保有者数（2001年3月31日現在）�

環境教育・啓発名称�

新入社員研修�

環境技術基礎研修�

EMS内部監査員養成研修�

EMS内部監査員養成研修（社外主催）�

EMS構築専門家養成研修�

EMS構築専門家養成研修（社外主催）�

自然保護活動リーダー育成研修�

社報・講演会�

安全環境改善発表会�

対　　象�

新人� 中堅� 管理職�
実施月� 人数� 累計人数� 備　　考�

◎�

◎� ◎� ◎�

5 20 78

◎� ◎�

◎� ◎�

◎� ◎�

◎� ◎�

◎� ◎�

◎� ◎� ◎�

◎� ◎�

上・下期� 20 52 1999年度よりスタート�

1997年度よりスタート�

7回� 324 489 1997年度よりスタート�

適時� 20 113

5回� 216 280 1996年度よりスタート�

―�

―�適時� 3 24

5・9・11 87 181 1997年度よりスタート�

適時� ―� ―� 社報は4回/年発行�

11 50 300 1995年度よりスタート�

資　格　名�

環境計量士�

エネルギー管理士　熱・電気�

高圧ガス保安責任者　甲～丙種�

2000年度取得数� 累計人数�

1 4

0 3

2 5

2 52

0 118

1 60

0 24

0 2

12 54

5 224

CEAR登録審査員� 主任審査員�

審査員�

審査員補�

公害防止管理者� 大気　1～4種�

水質　1～4種�

騒音�

振動�

EMS�
内部監査員�
養成研修�

社報�

環境保全教育・啓発活動�

全社員を対象として環境教育を実施しています。�
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自
然
と
ふ
れ
あ
い
な
が
ら
大
切
さ
を

学
ぶ
「
積
水
化
学
自
然
塾
」
�

地
域
で
の
自
然
保
護
活
動
を
従
業
員
が
推
進
役
と

な
っ
て
実
践
し
て
い
く
た
め
に
は
、そ
れ
ぞ
れ
の
事
業

所
に
豊
か
な
知
識
と
意
欲
を
持
っ
た
リ
ー
ダ
ー
が
必

要
に
な
り
ま
す
。
積
水
化
学
で
は
、各
事
業
所
の
リ

ー
ダ
ー
社
員
を
育
成
す
る
た
め
に
、日
本
野
鳥
の
会

の
協
力
を
得
て
独
自
の
研
修
「
積
水
化
学
自
然
塾
」

を
97
年
か
ら
定
期
的
に
実
施
し
て
い
ま
す
。
�

1
泊
2
日
で
行
わ
れ
る
研
修
で
は
、環
境
問
題
の
基

本
知
識
や
企
業
が
行
う
環
境
保
護
の
取
り
組
み
事

例
を
学
ぶ
だ
け
で
な
く
、バ
ー
ド
ウ
ォ
ッ
チ
ン
グ
や
昆

虫
観
察
と
い
っ
た
野
外
観
察
を
取
り
入
れ
、社
員
が

自
然
と
ふ
れ
あ
い
、楽
し
み
な
が
ら
そ
の
必
要
性
を

感
じ
と
る
こ
と
が
で
き
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ま
で
1
8
1
名
の
社
員
が
参
加
し
、多
く
の
知

識
と
自
然
の
大
切
さ
を
学
ん
で
い
ま
す
。
�

子
ど
も
た
ち
と
い
っ
し
ょ
に
�

自
然
の
す
ば
ら
し
さ
を
体
感
す
る
�

ま
た
、こ
れ
ま
で
は
初
級
編
と
し
て
自
然
と
自
然
保

護
活
動
に
関
心
を
持
つ
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
重
点
に
研

修
を
行
っ
て
き
ま
し
た
が
、今
年
度
か
ら
は
あ
ら
た

に
中
級
編
を
設
定
。
社
会
貢
献
に
向
け
た
具
体
的

な
活
動
を
実
践
し
な
が
ら
学
ん
で
い
く
こ
と
を
目

的
と
し
て
い
ま
す
。
ミ
ニ
サ
ン
ク
チ
ュ
ア
リ（
野
鳥
を

呼
び
込
む
空
間
）を
テ
ー
マ
に
、巣
箱
づ
く
り
の
実
習

や
子
ど
も
た
ち
と
の
接
し
方
を
学
ん
だ
り
、ビ
オ
ト

ー
プ
を
フ
ィ
ー
ル
ド
に
地
元
の
小
学
生
た
ち
と
自
然

に
ふ
れ
あ
い
、そ
の
す
ば
ら
し
さ
、大
切
さ
を
考
え
る

こ
と
が
で
き
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
な
っ
て
い
ま
す
。
�

こ
の
よ
う
に
し
て
、2
0
0
2
年
度
ま
で
に
グ
ル
ー

プ
全
体
で
累
計
2
5
0
名
の
リ
ー
ダ
ー
を
育
成
す

る
計
画
で
す
。
�

自
然
保
護
活
動
を
積
極
的
に
推
進
す
る
�

リ
ー
ダ
ー
を
育
成
し
て
い
ま
す
。�

■
鳥
が
気
づ
か
せ
て
�

 
く
れ
る
こ
と
�

バ
ー
ド
ウ
ォ
ッ
チ
ン
グ
だ
か
ら
と

い
っ
て
、わ
ざ
わ
ざ
森
や
山
奥
深

く
に
出
か
け
な
く
と
も
、も
っ

と
気
楽
に
ご
く
身
近
な
場
所

で
野
鳥
の
姿
を
観
察
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
例
え
ば
近
く

の
公
園
で
も
、ス
ズ
メ
よ
り
少

し
だ
け
尾
の
長
い
ホ
オ
ジ
ロ
が

枝
の
実
を
つ
い
ば
ん
で
い
た
り
し
ま
す
。ホ
オ
ジ
ロ
は
、

イ
ネ
科
の
雑
草
の
種
子
を
主
食
と
し
て
い
て
、藪
や
低

木
が
混
じ
る
明
る
い
開
け
た
場
所
を
好
ん
で
生
息
し

ま
す
。
そ
の
た
め
森
が
開
拓
さ
れ
る
ほ
ど
増
え
る
鳥

と
い
わ
れ
、現
在
で
は
国
内
の
7
割
近
く
で
繁
殖
す

る
ほ
ど
に
な
っ
て
い
ま
す
。
乱
開
発
に
よ
る
自
然
の
崩

壊
は
、ホ
オ
ジ
ロ
に
と
っ
て
好
都
合
。で
も
そ
れ
は
決
し

て
喜
ば
し
い
こ
と
で
は
な
い
の
で
す
。
�

■
人
の
手
で
変
え
ら
れ
た
生
態
系
�

い
ま
、外
国
か
ら
持
ち
込
ま
れ
た
外
来
種
に
よ
っ
て
、

本
来
日
本
に
い
た
在
来
種
や
生
態
系
に
深
刻
な
影
響

を
与
え
て
い
ま
す
。
な
か
で
も
釣
り
の
対
象
魚
と
し

て
1
9
2
5
年
に
初
め
て
日
本
に
移
植
さ
れ
た
北
米

原
産
の
ブ
ラ
ッ
ク
バ
ス
は
、’70 
年
代
以
降
、ル
ア
ー
フ
ィ
ッ

シ
ン
グ
ブ
ー
ム
に
の
っ
て
す
さ
ま
じ
い
勢
い
で
全
国
に
広

ま
り
、川
や
湖
の
生
き
物
た
ち
を
脅
か
し
て
い
ま
す
。

日
本
の
淡
水
魚
の
ル
ー
ツ
と
も
い
わ
れ
る
琵
琶
湖
で

も
ま
た
た
く
ま
に
全
域
を
手
中
に
治
め
、ホ
ン
モ
ロ
コ

や
ニ
ゴ
ロ
ブ
ナ
、そ
れ
に
メ
ダ
カ
な
ど
の
小
型
魚
類
が

少
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。
�

TOPICS

九州積水工業での自然塾に参加し、ビオトープの植
樹を行いました。私たちの知る自然の姿よりもっとも
っと昔、生物たちが自由に生息していたころの原風
景を私たちの手で再現しようとするビオトープの取り
組みは、非常に興味深く、今後の状況を楽しみに見
守りたいと思っています。�

積水化学工業㈱�
環境・ライフラインカンパニー�
中・四国支店�

岡野 純子�

実際にフィールドに出向いて野鳥観察や里山の管
理作業を行ったり、ビオトープで生き物とのつながり
を再認識したり、積水自然塾で学んだ「自然を愛し」「自
然を知り」「自然を守る」ことの大切さ、貴重な体験
をもとに「環境への取り組み」「自然保護活動」の
輪を広めていきたいと思います。�

東日本セキスイ工業㈱�
総務部�

斎野 隆雄�
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1999

120

100
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40

20

上市数�

0
2000（年度）�

●環境配慮新製品の上市数�

73

35 2002�
（目標）�

1999

1,000
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40
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0

売上高（億円）� 売上高比率（%）�

0
2000（年度）�

●環境配慮新製品の売上高と比率�

388.4

37.1
47.0

768.7
2002�
（目標）�

2000年度環境配慮新製品売上高＝1999年度発売環境配慮新製品の2000年度売上高�
＋2000年度発売環境配慮新製品の売上高�

2000年度環境配慮新製品売上高比率＝�
2000年度環境配慮新製品売上高�

1999年度発売新製品の2000年度売上高＋2000年度発売新製品の売上高�

←売上高�

売上高比率→�

■環境配慮新製品の取り組み実績�
2000年度は全社で上市数108製品、売上高比率47.0％の結

果であり、当初の目標を上まわりました。�

■環境配慮新製品開発の仕組み�
当社は、1999年度から2002年度までの4年間に、環境配

慮新製品の上市数100製品、新製品売上高に占める環

境配慮新製品の売上高比率30％以上を目標に、各カンパ

ニーにおいて環境配慮新製品の開発に注力しています。

当社が環境配慮新製品と称して発売する場合は、製品の

開発・量産試作・生産の各ステップにおいてカンパニーが

実施するDR（デザインレビュー）会議で「製品環境影響

評価書」に基づく評価に加えて、当社独自に策定した「環

境配慮新製品の認定基準」を満たしていることが条件と

なります。�

今後は、この製品環境影響評価の仕組みの中にグリーン

調達、LCAなどを取り込み、より広範囲で、かつ、厳密な評

価が行える仕組みに変革する予定です。�

環境配慮新製品開発の仕組みとその認定基準の概要お

よび2000年度発売した環境配慮新製品の例は以下の通

りです。�

環境負荷の少ない製品・技術の開発も私たちの大切な使命と考えます。�
2000年度は環境配慮新製品の上市数累計108、売上高比率47％であり、2002年度目標を既に達成しました。�

Special　EditionⅡ�

●環境配慮新製品開発の仕組み�

開発� 生産・販売�

製
品
環
境
影
響�

評
価
書�

環境配慮新製品の認定基準�

DR会議�

●認定基準と2000年度発売を開始した新製品の例�

製品分類� 認定基準� 基準値� 住　宅� 環境・ライフライン�高機能プラスチックス� 新　規�

環境負荷低減、資源有効活用、
快適環境創造を目的又は支
援する製品�

第三者機関から環境配慮製
品として認定又は登録された
製品�

景観保全、美化、緑化に寄与
する製品�

従来品の現状と比較し右記の
基準値を少なくとも1つ以上満
たす製品�

資源節約、再生原料利用、環境負荷
低減、廃棄物処理、リサイクル促進を
目的又は支援できる�

エコマーク、省エネ表彰、NGO、消費
者団体の認定又は登録を受けている�

景観保全、美化、緑化に寄与できる�

基
本
的
な
配
慮�

使
用
時
の
配
慮�

廃
棄
時
の
配
慮�

製品の基本機能で
ある�

登録又は認定され
ている�

製品の直接効果で
ある�

30％以上削減�

50％以上使用�

20％以上削減�

基本仕様に組込�

主要成分で100％
使用�

使用率50％以下�

進ドマーニ�
Newミオーレ�

オメガライナー更生
管、農業用SPR更
生管システム�

建物排水用発泡三
層管�

CO2ヒートポンプ給
湯器�

ソーラー電池全自
動給湯電気温水器�

バスコアNPシリーズ�

エコラパックリサイ
クルクラフトテープ�
No.500RC

ピーターラビット�
石鹸ギフト�

DSTⅢ�

資源を節約�

再生素材
等を利用�

環境負荷
を低減�

自然の力
を利用�

処理・処
分が容易�

リサイクル
が容易�

原料使用量が少ない�

その他 3項目�

再生原料部品を使用�

その他 3項目�

エネルギーが少ない�

その他 5項目�

クリーンエネルギー利用�

その他 1項目�

生分解性原料を使用
している�

その他 4項目�

複合材の使用が�
少ない�

その他 5項目�

光・熱複合ソーラー
システム�

環境に配慮した製品の開発�
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PRODUCTS

25,000

20,000

22,561

15,000

10,000

5,000

エネルギー（Mcal/年）�
（ライフサイクルエネルギー）�

省エネ効果の年間換算�30年使用時の年間平均�

0

●戸建住宅のLCE

1999

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

CO2削減量（トン）�

0
2000（年度）�

●CO2削減の効果�

9,878

23,833廃棄時 118

使用時 16,760

施工時 179

部材 5,474

改修時 29

1999

10

8

6

4

2

上市数�

0
2000（年度）�

●環境配慮新製品の上市数�

6

3
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売上高（億円）� 売上高比率（%）�

0
2000（年度）�

●環境配慮新製品の売上高と比率�

351.9

41.5

49.0

680.2

2002�
（目標）�

←売上高�

←売上高比率�

¡住宅のライフサイクルを見据えた�

　製品開発�

住宅は、建設から廃棄までの期間が、

およそ30年～60年と長期に渡ります。そ

のため、建設（生産施工）段階だけでなく、

お客様が使用（生活）される段階にお

いても、環境や人への配慮が必要であり、

住宅のライフサイクルを通じた評価が不

可欠です。�

また、建設から廃棄に至る過程で、さま

ざまな種類の資源・エネルギーを大量

に消費しています。例えば、建設・メンテ

ナンス時に使われるさまざまな原材料、

寿命を迎え解体される際に出る廃棄物、

建設・居住の際に使用されるエネルギ

ー及びそれによって発生する炭酸ガス

などは、環境に影響を与える大きな要因

です。�

そこで、当住宅カンパニーでは、「省資源・

廃棄物への対応」「省エネルギーへの

対応」を軸に、環境に配慮した住宅の

開発を行っています。�

¡「省資源・廃棄物への対応」�

廃棄物に関しては、初期に投入資源が

やや増えてもメンテナンスに資源がかか

らない、またはメンテナンスを簡便にする

ことで住宅の寿命を延ばし、結果的に

省資源・省廃棄物につながるよう、部材

やシステムの開発を行っています。60年

間居住するなかで寿命30年の住宅を2

回建てるより、寿命60年の住宅を1回建

てるほうが投入資源が少なく、また廃棄

物も少なくできるというわけです。�

これまでの開発において、住宅の基本

である構造体、及び住まい方やライフス

テージが変化しても変わることがない外

壁や屋根材等の外装品については、す

でに長寿命化を達成しています。�

¡「省エネルギーへの対応」�

住宅に関係するエネルギー消費は、生

活段階のものがほとんどを占めています。

冷暖房、給湯、家電機器それぞれのエ

ネルギー消費量を低減することが、環

境保全対策に有効であることはいうま

でもありません。�

そこで当カンパニーでは、それぞれの消

費項目に対応して、断熱仕様や換気連

動空調、通風開口、ソーラーシステムな

ど各種の仕様を具体化し、省エネルギ

ー対応の住宅開発を行いました。その

結果、地球環境に大きな影響を与える

炭酸ガスに関しては、2000年度で2万4

千トン（1999、2000年度販売分の年間

換算）、森林効果に換算して26㎞2※相

当に当る削減効果を得ています。�

¡より環境負荷の少ない�

　住宅開発に向けて�

当カンパニーでは、今後も資源や廃棄物、

エネルギー、炭酸ガスの低減に向けた

開発を継続するとともに、その他の環境

影響要因（大気、水等の汚染）や人体

への影響等についても、住宅のライフサ

イクル評価をより詳細に行い、環境負荷

の少ない住宅開発を進めていきたいと

考えています。�

住宅カンパニーの�
開発戦略�

※換算条件：0.44kg－CO2／KWh�
　　　　　　1㎏－CO2＝1.1㎡森林�

進ドマーニ�
タイル外壁、光・熱複合ソーラー搭載�

Newミオーレ�
光・熱複合ソーラー、蓄熱床搭載�
�

低減方法�

消費を減
らす�

効率的に
使う�

自然エネ
ルギー活
用�

対応方法� 具体的仕様�

高断熱高気
密�

次世代省エネ断熱
仕様標準化�

高効率設備
機器�

換気連動空調�
（CO2ヒートポンプ給
湯器：Pa2001）�

自然環境活
用�

通風開口（採光シス
テム：Pa2001)

太陽光発電�ソーラーシステム�

太陽熱給湯�
太陽光発電�

光・熱複合ソーラー�

対象用途�

暖冷�

○�

○�

○�

○�

○�

○�○�

給湯�家電�

長寿命化達成部材�
構造体：ZAM鋼�
外壁：タイル外壁、無機外壁デュラストーン�
屋根：SUS折板�
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●環境配慮新製品の上市数�
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0
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22.8
26.5
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20.2

●環境配慮新製品の売上高と比率�

2002�
（目標）�

発泡層（リサイクル材料含有）�

内層（硬質層）�

外層（硬質層）�

�

�

�

�

�

モジュール�

上部電温ヒーター�
（湯切れ防止用）�

下部電温ヒーター�
�

太陽熱熱交換器�

蓄熱貯湯槽�

給湯�

←売上高�

←売上高比率�

環境・ライフライン�
カンパニーの開発戦略�

¡環境創造型の事業展開で�

　環境保全に貢献�

環境・ライフラインカンパニーでは『優れ

た技術で環境にやさしい製品づくりとシ

ステム構築を通じて、人と地球にやさし

い生活環境の創生に貢献する』を基本

理念に、管工機材製品、住宅資材製品

の設計から廃棄に至るライフサイクルを

通じた環境保全に努めるとともに、下記

のような地球環境保全に寄与する多岐

にわたる環境配慮製品を販売しています。�

また、カンパニー環境委員会の下部組

織として環境配慮製品開発分科会を

設けて、社会的ニーズの分析、環境配

慮新製品のテーマアップや上市数、売

上高の把握等を行い、環境配慮事業・

製品の拡大を図っています。�

農業用SPR更生管システム�
農業用老朽管をリニューアル（省資源）�

オメガライナー更生管�
小口径下水道管をリニューアル（省資源）�

建物排水用発泡三層管�
中間層に塩ビ管リサイクル原料を使用�

2000年度発売を開始した新製品の例�

ハイブリッドソーラー電池全自動給湯電気温水器�
太陽光エネルギーと電気ヒーターを併用�

CO2ヒートポンプ付給湯機�
フロン不使用。電気温水器・ガス給湯器に比べて
CO2排出少なく省エネ�

バスコアNPシリーズ�
壁・天井の塩ビ鋼板をPET、PP鋼板に変更して�
易リサイクル化�

Special　EditionⅡ�

¡環境新事業の探索�

京都研究所環境フロンティアプロジェク

トを設置して推進中です。�

〈探索分野〉�

①水を中心とした地球環境保全製品�

雨水浸透、河川湖沼浄化、屋上緑化、

消音管等�

②資源循環リサイクル事業�

　建築廃材リサイクル製品など�

③近未来の新エネルギー事業�

④ECO環境システム事業�

①廃棄物高度処理システム�
　生ゴミのディスポーザー処理システム、合併浄化槽、真空下水システム�

②資源循環リサイクルシステム�
　塩ビ再生管、再生PET製マス蓋、分別収集容器類、合成木材リユース製品�

③省資源、省エネルギー、節水�
　更生管システム（SPR工法など）、雨水貯留システム、KOPFSシステム（水田水管理）、
合成木材�

④その他（有害物削減、景観保全、災害防止など）�
　電線地中化管材、受圧板、雨水浸透システム�

主な環境保全取り組み分野と環境配慮製品�

26



   

PRODUCTS

1999

70

60

50

40

30

20

10

上市数�

0
2000（年度）�

51

8

●環境配慮新製品の上市数�

1999

50

40

30

20

10

50

40

30

20

10

0

売上高（億円）�売上高比率（%）�

0
2000（年度）�

13.3

38.233.2

43.5

●環境配慮新製品の売上高と比率�

2002�
（目標）�

←売上高�

売上高比率→�

2000年度発売を開始した新製品の例�

エコラパックリサイクルクラフトテープ No.500RC�
ポリエチレン・ラミネートなしの基材と水溶性粘着
剤を使用。ダンボールに貼付のままリサイクルが
可能。�

DSTⅢ�
表皮一体型自動車用天井材で表皮材貼付工程
が不要。業界唯一のオールオレフィン構成であり、
リサイクル適性が高い。�

ピーターラビット石鹸ギフト�
植物を主原料とし非イオン系界面活性剤が主成
分なので、生分解性99%の洗剤。�

高機能プラスチックス�
カンパニーの開発戦略�

¡広範囲に渡った環境関連製品開発�

高機能プラスチックスカンパニーでは、

工業材料から一般家庭用品まで、多

岐にわたる製品を扱っています。使用

原料の選定から廃棄時の環境汚染

低減まで、当カンパニーの環境配慮製

品として備えるべき環境特性を指針と

して取りまとめ、多面的な研究・開発を

進めています。�

例えば、家庭用および工業用製品(消

費財)の開発では、｢再生原料使用、

廃棄時の環境汚染低減、生分解｣な

どをキーワードに設計、生産を行なって

います。�

また、工業材料として当カンパニーの

お客様の環境関連製品、特に環境測

定や環境改善機器類、ITの先端分野

製品などに使用される主要機能部品・

部材を提供することを含め、広範囲な

環境関連製品の開発を推進すること

により、環境創造型企業の一翼を担う

ことをめざしています。�

●環境配慮におけるカンパニー指針�

カンパニー製品群� 《主たるキーワード》�

家庭用、および�
工業用製品（消費財）では�

工業製品では�

工業材料では（中間素材）�

使用原料の環境配慮化�

資源の節約�

設計の環境配慮化�

生産及び使用時の環境配慮化�

¡再生原料の使用�
¡廃棄時の環境汚染の低減�
¡生分解性�

¡長寿命化�
¡繰り返し使用�

¡易分解、易リサイクル性�
�

¡環境汚染物質の低減�
¡省エネ�
¡お客様の環境配慮化支援�

《主たる環境配慮事項》�
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●環境配慮新製品の売上高と比率�

23.8

2002�
（目標）�

売上高→�

←売上高比率�

¡環境共生に向けて�

新規事業本部は、4事業推進部と筑波

研究所及び企画部で構成されています。

環境を意識した商品の開発・販売を

実行するため、製品開発のステップ毎

に環境影響評価を行い、環境負荷の

低減と環境に貢献するものづくりを�

新規事業本部一丸となって取り組ん

でいます。�

4事業推進部の中で、クリーンエネル�

ギーシステム事業推進部は、一般住宅

向け太陽電池システムなど、環境負荷

の少ないエネルギーシステムの開発を

行っています。地球温暖化の影響が

顕在化してきた現在、環境との共生を

図っていくためには、クリーンエネル�

ギーへの取り組みがますます重要とな

ってくると思われます。当事業推進部

でもそれを重要課題と認識し、より高い

レベルの研究開発を進めています。�

新規事業本部の�
開発戦略�

¡クリーンエネルギーを主体�

クリーンエネルギーシステム事業推進部

では、1998年に当社住宅向けの太陽

光発電システムを、1999年には発電と

給湯を行える光・熱複合ソーラーシステ

ムを開発しました。どちらも自然エネルギ

ーを家庭で使う電気やお湯に変換しま

すので、省エネルギーはもとより地球温

暖化の原因である炭酸ガスの削減に

大きく寄与する商品です。また、現在�

光･熱複合ソーラーシステムを給湯のみ

ならず暖房にも利用できるシステムの開

発や燃料電池システムの開発に取り組

んでいます。�

¡新商品事例�

　［住宅用光・熱複合ソーラーシステム］�

光･熱複合ソーラーシステムは、太陽光

発電システムとソーラーシステム(太陽

熱温水)を合体させ、太陽エネルギーで

発電と給湯を同時に行う、地球環境保

全に大きく貢献する先進システムです。

電気と熱を同時に創り出す光･熱複合

モジュールを日本で初めて製品化しました。

年間平均で太陽エネルギーの約10％

を電気に、約30％をお湯に変換します。

これにより、炭酸ガスを大きく削減するこ

とができます。�

¡新エネ大賞受賞�

先進性、環境性、経済性が認められ、

2000年度新エネ大賞・経済産業

大臣賞を受賞しました。�
98 99 00 01 02 03 04

対応力向上、外観向上�

性能向上、暖房利用�

●太陽光発電システム�

●光・熱複合ソーラーシステム�
●オール電化対応システム�

Special　EditionⅡ�

光・熱複合モジュール�¡住宅への設置�

¡太陽エネルギーの高効率利用�

カバー強化ガラス�

断熱空気層�

強化ガラス�

太陽発電セル�

太陽熱集熱器�

断熱材�

大気放熱�

電力�

お湯�
注）年間平均値�

太陽光発電モジュール�

不凍液循環�
（壁内配管）�

または�ハイブリッド電気温水器�
（オール電化）�

蓄熱貯湯槽�
（ガス熱源）�

給湯�

系
統
連
系�

100％�

約60％�

約10％�

約30％�

●クリーンエネルギーシステムの開発スケジュール�
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地域と環境�
地域とのかかわりが深い環境保全活動�

開発�
　●環境保全・副産物リサイクル技術�

生産�
　●環境汚染物質の削減�

　●汚染防止活動�
　　・大気汚染防止活動�
　　・水質汚濁防止活動�
・環境関連の事故・苦情�

・焼却炉の廃止�
　　・PCB使用機器の使用・保管�

販売・流通�
　●シックハウス対策�

　●使用済み製品の回収・リサイクルシステムの構築�

TOPICS�
　●環境コミュニケーション�
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カバー強化ガラス�

断熱空気層�

強化ガラス�

太陽発電セル�

太陽熱集熱器�

断熱材�

開発：環境保全・副産物リサイクル技術�

環境負荷の低減に貢献できる独自技術の開発を積極的に推進し、�
資源の有効活用と循環型社会の実現に向けた取り組みを進めています。�

■環境保全・副産物リサイクル技術の取り組み�
当社は、従来より工場排水や家庭排水の浄化技術を中心に

水環境保全の技術開発に取り組んできました。しかし、近年

の地球温暖化や廃棄物問題など、水以外の環境問題が深

刻さを加えています。�

今まで当社が培ってきた成形技術、複合化技術などのコア技

術の応用・深度化と新技術の開発により、地球温暖化や廃棄

物問題に役立つ技術、よりよい環境の創造に役立つ技術も

幅広く開発しています。2002年度までに10技術の開発終了

が目標です。�

2000年度に開発した技術の一例は下記の通りです。�

●光・熱複合ソーラーシステム�

太陽光発電モジュールの裏面に太陽熱を集熱する

ソーラーシステムを一体化したシステムであり、太陽

エネルギーを高度に利用できる技術です。業界で�

初めて開発したこのシステムにより、太陽エネルギー

の約40％を有効利用できるようになりました。�

●無機ポリマー技術（塗装のいらない無機外壁）�

天然鉱物のカオリンと特殊なバインダーの組み合わ

せにより、100％無機質をポリマー化し、緻密が安定

した硬化体構造を作り出す技術です。この技術で従

来のセメント系と異なる全く新しい塗装のいらない外

壁材の開発につながりました。�

●廃木材のカスケード利用技術�

　（木粉高充填成形技術）�

解体現場や木工場で発生する廃木材を、チップ化・

小片化・粉体化など処理後の形態に応じて、ほぼ

100％マテリアルリサイクルする技術をめざしています。

2000年度は、木粉を高充填したプラスチック成形技

術の開発を終了しました。�

●廃プラスチックの骨材化設備が完成�

あらゆる廃プラスチックをコンクリート製品の骨材にで

きる試験設備を滋賀栗東工場に建設していましたが、

2001年3月に竣工いたしました。今後は、この設備を

活用して骨材の量産技術の開発、骨材を利用した

応用製品の開発などを行います。この技術で得られ

る骨材の特徴は下記の通りです。�

骨材の特徴�
○骨材とコンクリートとの密着性
に優れる�
○従来の砂利等に比較して軽
いコンクリート成型体が作れる�
○コンクリート成型体が割れにく
い（柔軟性が高い）�

●分子構造イメージ�●パネルの�
　構成�

●無機外壁デュラストーン�

●廃木材のカスケード利用技術�

廃木材�

チップ� 軸　材�

小片、繊維� 面　材�

木粉� 異型建材�木粉高充填�
成形技術�

平均30nm（ナノメートル）�
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生産：環境汚染物質の削減�

1998年度比で、削減対象物質の排出・移動量を165トン、原単位で12％削減しました。�
また洗浄用ジクロロメタンの使用量は47％（77トン）削減しました。今後も継続的な削減活動を進めます。�

■活動事例�
2000年度に実施した改善例は下記の通りです。�

●活動事例�

（単位 トン）�
●2000年度排出・移動量実績（32事業所合計）�

■環境汚染物質の排出・移動量の削減活動�
当社は、従来から石綿や特定フロンの全廃、塩素系有機溶

剤の削減などを行い化学物質による環境負荷の低減に取り

組んできました。�

洗浄用途のジクロロメタンは2002年の全廃をめざし、2000年

度で使用量を1998年度比47％（77トン）削減しました。�

1999年度からは、環境庁パイロット事業の調査物質について

2002年度までに原単位（生産売上高当たりの排出・移動量）

を30％削減（1998年度比）することを目標に各種改善に取り

組んでいます。その結果、2000年度で排出・移動量を165トン、

原単位で12％削減（1998年度比）できました。その詳細は下

記の通りです。今後は、排出・移動量の削減対象をPRTR法

の第一種指定化学物質とし、2002年度で原単位30％削減�

（1998年度比）に取り組みます。�

なお2000年度、積水化学グループで該当する第一種指定�

化学物質は30種類、取扱量約20万トン、排出量は大気1,116

トン、公共水域3トン、土壌ゼロ、廃棄物としての移動量は224�

トン（処分72トン、再生利用152トン）でした。�

対象物質名�
使用量�

（生産量）�
排出・移動�
合計�

無害化�排出量�
大気� 公共水域�土壌�

移動量�
処分� 再生�所内�

亜鉛化合物�
バリウム化合物�
塩素�
メチレンビス（4,1-フェニレン）=ジイソシアネート�
フッ素化合物�
アルミニウム化合物（溶解性塩）�
2,6-ジ-t-ブチル-4-メチルフェノール�
フタル酸ジメチル�
テトラヒドロフラン�
アクリルアミド�
アクリル酸（モノマー）�
アクリル酸エチル（モノマー）�
アセトアルデヒド�
アンチモンおよびその化合物�
塩化ビニル（モノマー）�
キシレン�
三価クロム化合物�
コバルト化合物�
4,4’-メチレンジアニリン�
ジクロロメタン�
N,N-ジメチルホルムアミド�
スチレン（モノマー）�
銅化合物�
トルエン�
鉛化合物�

フタル酸ビス（2-エチルヘキシル）�

ホルムアルデヒド�
アジピン酸ビス（2-エチルヘキシル）�
酢酸ビニル（モノマー）�
フタル酸ジ-n-ブチル�

合　　　計�

167.9 0
0
0
0
0
0

0
2.3
0

0.001
0
0.2
0

13.8
71.5
0
0
0

86.0

62.5
0

730.3
0

1.6

0
0
1.6
0

969.8

0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
2.1
0
0
0
0

1.0
0
0

0.002

0

0
0
0
0
3.1

0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

0
0
0
0
0

3.8
0.02
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0.3
1.0
0
0
0

8.8
0
2.8
5.8

4.0

0
0.01
0
0

26.5

12.6
0
0
0
0.4
8.7

0
0
0
5.8
0
0
2.4
0
5.1
0
0
0

13.0

1.9
0.01
107.7
7.8

0.3

0
0
0
0

165.8

3.8
0.02
0
0
0
0

0
2.3
0

0.001
0
0.2
0

13.8
73.9
1.0
0
0

86.0

72.3
0

733.1
5.8

5.6

0
0.01
1.6
0

999.4

0
0.2
0
1.7
0
5.5

0 0 0 0 00 0
0
0
0
0
0
0
0
0
2.8
0
0
0
0

0 0 0 0 00 0
0
0

803.5
2.2

0

5.0
0
0
0

820.9

6.0
3,688.0
38.7
3.4
13.7
27.6
30.3
163.7
0.6

106.4
9.0

271.0
20.1

121,901.0
118.3
3.1
1.6
0.2

689.4
3.0

3,767.1
0.1

3,044.3
806.1
64.0�

（41,844.1）�
11.7
8.4

3,639.7
266.1

180,714.6

化学物質� 改善方法・手段� 実施事業所�

塩ビモノマー�
脱塩ビモノマー装置の運転条件
の改善�

徳山積水工業㈱�

ト ル エ ン�
外壁釘のステンレス化による�
防錆パテ使用量の削減�

東日本セキスイ工業㈱�

亜鉛化合物� マテリアルリサイクル化� 中部セキスイ工業㈱�

●カンパニー別の排出・移動量、原単位の推移�
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住　宅� 環境・ライフライン�高機能プラスチックス�
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●削減対象物質の排出・移動量、原単位推移�
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生産：汚染防止活動�

法規制値の遵守のため、自主管理値を設定し維持管理に努めています。�

■汚染防止活動の狙い�
当社では、少しでも環境負荷の少ない企業活動を推進する

ために、大気や水質の汚染予防を徹底して行い、環境負荷

要因の管理、リスクの未然防止に努めています。現在、生産

事業所から大気・水質への排出量を事業所ごとに把握し、燃

料のクリーン化など継続的改善に努めています。�

■大気汚染防止活動�
設備の適切な維持管理、定期的な点検を通し、規制値の遵

守に努めています。しかしながら、2000年度はばいじんの規

制値オーバーが1件発生しました（46ページ）。直ちに設備の

整備と運転条件を見直し、規制値以下としています。また

SOx排出量の増大は、燃料重油中の硫黄分の変動(納品基

準内での硫黄分増加)などが原因と考えられます。�

■水質汚濁防止活動�
汚濁物質の流出防止や処理設備の維持管理で汚濁防止に

努めてきましたが、2000年度は3事業所で規制値オーバーが

発生しました（46，47ページ）。直ちに処置を実施し、その後は

規制値以下になっていますが、2001年度にさらに恒久的な処

置も施し、再発防止に努めます。�

CODの排出量が増加しているのは、生産量増大などに伴う

排水量の増加によるものです。�

■環境関連の事故・苦情�
外部への小規模の漏洩事故が3件発生しました。�

・作動油→排水路に流出�

・ABS樹脂粉末→隣接住宅壁面に付着�

・セメント→市道側溝に流出�

直ちに関係機関等にも連絡して処置をし、再発防止策も実

施しています。�

また、各事業所と本社お客様相談室に寄せられた近隣住民

の方からの苦情は、騒音に関するもの5件をはじめ、合計12

件でした。それぞれに対して適切な対応を実施し、現在全て

解消しています。�

■焼却炉の廃止�
2001年3月末までに7事業所で場内焼却を中止しています。

さらに2002年末までに10事業所が使用中止の予定であり、以

後の使用は4事業所のみとなります。事業所内での焼却量は

1998年度比で約2,500トン（21%）減少しています。�

■PCB使用機器の使用・保管�
現在15事業所でPCBを使用した変圧器などを保管、蛍光灯

の安定器などを3事業所で使用中です。保管中のPCB使用

機器は紛失などがないよう、厳重に管理しています。今後も厳

重管理を徹底するとともに、早期の適正処理をめざします。�

住宅カンパニー� 環境・ライフラインカンパニー� 高機能プラスチックスカンパニー�
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販売・流通：シックハウス対策�

VOC室内濃度の自社基準を設定し、住宅の室内環境に配慮した取り組みを進めています。�
ホルムアルデヒドは住宅品確法の等級4への対応を完了しました。�

■シックハウス対策�
ホルムアルデヒド対策に関しては、住宅の品質確保の促進等

に関する法律（空気環境）の等級4への対応を完了しました。�

また、室内濃度の自社基準値0.08ppm（23℃）以下を達成し、

お客様への引渡前に濃度測定を実施し、その結果を提示

しています。測定を実施した邸全てで基準値以下でした。�

ホルムアルデヒド以外の揮発性化学物質（VOC）に対しても、

濃度低減化、測定提示に向け、主要発生源となる内装部

材の低減化を進めています。なお、トルエン、キシレンにつ

いては、室内濃度の自社基準値を決定し、フローリングの

塗装水性化、無溶剤化を2000年度から実施しています。�

さまざまな活動、ツールを通じて、環境保全に関する�
コミュニケーションを行っています。�
�■工場見学会�
以下のような内容で工場へ来ていただき見学会を実施しました。�
ゼロエミッションの取り組み説明会：�
小・中・高校の学生への工場説明会：�
企業・行政関係者への環境取り組み説明会：�

■地域との環境交流�
埼玉県朝霞市役所職員と共同で「ポイ捨て防止ビラ配布」など、
交流会、行事参加…14件�

■講演会�
以下のような内容を講演会の場で発表しました。�
積水化学の環境取り組みについて：本社環境安全部�
ゼロエミッション講演会：武蔵工場、滋賀水口工場、九州積水工業、�
　　　　　　　　　　　積水フィルム西日本多賀工場、関東セキスイ工業�
レスポンシブル・ケア活動報告会事例発表：尼崎工場�
住宅のクリーンエネルギーに関する講演会：新規事業本部…6件�

■展示会出展�
ウエステック2000、エコプロダクツ2000、祭り鳥栖、滋賀環境ビジネス
メッセなどに出展しました。�

■環境に関する資料・報告書の発行�
地球にやさしいくらし（東京セキスイハイム）、環境レポート2000、
環境報告2000（住宅カンパニー）、「環境」と住宅�

■製品情報提供�
¡MSDS（製品安全性データシート）�
　製品の危険・有害性、取扱い上の注意などを記載したもの。�
　法改正に基づき1209件を新規作成又は改訂しました。�
¡イエローカード�
　危険物輸送時における事故発生時の応急処置を記載した�
　カード。輸送時にドライバーに交付しています。�

T O P I C S

●対象化学物質と取り組み事項�

物　質　名�

ホルムアルデヒド� ○全部材の等級4化（Fc0、E0化）�

トルエン、キシレン�

○フローリングの塗装水性化、無溶剤化�

○建具・クロス等の対策�

　塗装剤の水性化、無溶剤化�

　印刷の水性化など�

　接着剤の変性シリコーン化�

改善のため実施した取り組み�

埼玉県朝霞市役所職員とのポイ捨て防止啓発のビラ配布�
（東京工場）�

足利市商工会議所でのゼロエミッション講演�
（武蔵工場・本社環境安全部）�

エコライフカレンダー�
（東京セキスイハイム TEL.03-5323-2201）�

「環境」と住宅�
（1999年発行）�

9件276名�
17件789名�
7件281名�
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販売・流通：使用済み製品の回収・リサイクルシステムの構築�

製品を提供する企業責任として、使用済み製品についても�
積極的な回収・リサイクルに取り組んでいます。�

�

回
収
・
中
間
処
理�
リ
サ
イ
ク
ル�

新築廃材� 解体廃材�

材料に応じてリサイクル�

再生管製造�

集積場�
手選別�

石膏�
ボード�

木�

紙�

金属�

石膏�
ボード�

チップ�

再生紙�

再利用�

チップ�

再利用�

現 場�

木�

金属�

混合�
廃棄物�

破砕�
選別�

埋立焼却の�
極小化�

発泡三層管�

LP管�

北海道積水工業（株）�

塩ビ�鉄�

LP管とは�
鉄管と塩ビ管を接着剤で複合し、鉄の
強さと塩ビの衛生性などを併せ持つ管。�
ビルなどの屋内配管が主用途。�

受入場�

受入場�

現　場�

分離工場�

再生管�鉄�

栗積工業（株）分離作業�

継手�

リブパイプ� マンホール�

塩ビ管�

リサイクル協力会社19ヶ所�

中間�
処理業者�

発泡層（リサイクル�
材料含有）�

内層（硬質層）�
外層（硬質層）�

●LP管�
日本水道鋼管協会と連携して、
1999年10月に全国システムを構築
しました。�
当社は、人材提供、費用負担の他に、
現場においては北海道積水工業（株）
と四国積水工業（株）が受入場として、
栗積工業（株）が分離工場として協
力しています。2000年度リサイクル
率は約10％でした。�

●塩ビ管・継手�
塩化ビニル管・継手協会と連携して1998
年12月に全国システムを構築し、2000年
度はリサイクル率約44％を達成しました。
また、排水用再生管やリサイクル発泡三
層管の発売も開始しました。現在、受入
場を大幅に増設して各県に設置するなど、
システムの画期的な増強を進めています。�

●建築廃材�
2000年度は、東京、大阪のモデル拠点を中心に実質的な活
動を推進しました。新築廃材は、工場と連動した総量削減・回収・
再資源化のルール作りが完了しました。解体廃材は住宅販
売会社のISO14001の認証取得と合わせ、全国システムに
仕上げます。�

住宅カンパニー� 環境・ライフ　   

建 築 廃 材� 塩ビ管・継手� L P 管�

1999年度から、当社の主要6製品について、当社独自また

は業界と共同で使用済み製品を回収し、リサイクルするシ

ステムの構築に取り組んできました。2000年度は、各々の製

品について、集積場の整備、回収実験によるシステムの実

用性の評価、回収・リサイクル率の向上などを行ってきました。

その2000年度の活動状況は下記の通りです。�

2001年度は、さらなるシステムの充実と対象地域の拡大に

取り組んでいきます。また、新たに、当社独自に「かわら」と�
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廃農ポリ�

集積場にて減容�

�

破砕設備� 破砕後�

（近畿地区）�

¡大東市�

¡E社�

農　家�

集積場�

現　場�現　場�

1次集積場�集積場�

2次集積場�

破砕調整�

セメント�
燃料�

コンクリート�
2次製品�

雨とい� 高炉�
還元剤�

雨とい�廃FRP浴槽�

セメント�
原燃料�

●農業用ポリエチレンフィルム�
2000年度は、滋賀県廃プラスチック適正処理協
議会へフィルムメーカーとしての参画を継続し、モ
デルシステムの構築を推進。22地区協議会の内、
13ケ所まで回収が進みましたが、単独県の回収
量では、セメントメーカーの安定熱源としての使用
に難があること、回収したポリエチレンの土付着
によるコストアップ等の問題が明らかとなりま�
した。次年度も継続してシステム構築に参画する
予定です。�

●雨とい�
2000年度は塩化ビニル雨樋協会活動として新
築端材からの再生製品試作や、茨城地区でのモ
デル化を進めてきました。今後はこれらを更に推
進すると共に、新築端材の再製品化や使用済み
材の高炉原料化の実証テストと他製品への再利
用に取り組みます。�

●FRP浴槽�
2000年3月から大阪地区で回収リサイクルを開
始し、兵庫南部、和歌山地区まで展開しました。
今後京都、滋賀と中部地区まで展開すると共に
集積場（E社）をE社リサイクルセンターとして活
用していきます（中間処理許可済）。関東地区は、
（社）強化プラスチック協会と連携してシステム
構築を進めています。�

  　   ラインカンパニー�

F R P 浴 槽� 雨とい� 農業用ポリエチレンフィルム（農ポリ）�

高機能プラスチックスカンパニー�

対象製品�

か わ ら� 2002年度にモデル地区で構築完了�

2002年度にモデル地区で構築完了�花 野 果�

目　　標�

農業用ポリエチレンフィルムの「花野果」について、2002年

度までにモデル地区を定め回収・リサイクルシステムを構築

します。�

（当社奈良工場実証テスト設備）�

はな　や　か�

●新たな取り組み対象�
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Ｂｉｏｔｏｐｅ

Ｂｉｏｔ自然を身近に感じることから私たちの自然保護活動は始まっています。�
地域の方 と々従業員の手づくりによるビオトープが九州積水工業内に開園しました。�

明日の地球のため、社会貢献・�
自然保護活動に努めています。�
企業としてどんなに優れた環境システ

ムを構築しても、それを実行し、継続し

ていくためには、従業員ひとりひとりの�

意欲と協力がなければ成し得ません。

また同時に、企業内だけでなく地域社

会を巻き込んだ活動を展開していくこと�

も、よりよい環境保全活動につながるも

のと私たちは考えます。そこで、従業員

の意識向上を図るとともに、より多くの人

の理解と賛同を得るため、さまざまな社

会貢献・自然保護活動の推進にも力を

注いでいます。�

そうした活動のひとつとして、2001年4月

には九州積水工業㈱の敷地内に従業

員の手でビオトープをつくり、地域社会

と連動した取り組みを始めています。�

■九州積水工業・ビオトープ�
どこにでもあった、�
のどかな原風景。�
九州積水工業は、のどかな田園風景が

広がる佐賀県千代田町に建てられて

います。一見、非常に緑豊かな好環境

を連想しますが、整備された水田やコン

クリート護岸の用水路（クリーク）は人

間にとって都合のよいように手を加えた

造成地であり、本来あった自然環境で

はありません。例えば、蝶やトンボなどの

小さな生き物は、餌場から餌場へ少し

ずつ移動しながら生活していますが、

水田が広がる所では身を寄せる木陰

や草むらがないため、非常に棲みにくい

環境になっています。�

そこで九州積水工業では、ビオトープを

つくるにあたり、本来ビオトープとはその

地域における生物の多様性を守る場

所であることから、小さな虫たちにも配

慮したビオトープづくりを行うこととしました。

そのため、図書館などに出向いて地域

由来の植生を調べ、外来品種や園芸

種を持ちこまないようにも配慮しました。

あくまでも佐賀県の植生にこだわり、ひ

と昔前なら県のどこにでもみられるごく

普通の風景を再現したかったからです。�

◆�

手探りで始まったビオトープづくり。�
実際の作業にあたっては、従業員によ

るビオトープ委員が中心となって、多くの

部分を手作業で進めていきました。（財）

日本野鳥の会などのアドバイスを受けな

がら、アラカシ、スダジイ、タブの木といっ

た樹木の選定、予定地の草刈り、照葉

常緑樹に適した土壌づくりなどを行�

い、昆虫たちの好む草原ビオトープづく

りにも力を注いでいます。�

しかし、とかく誰もが初めての試みであ

っただけに、造形的にどのようなカタチ

が望ましいのかわからず、いくつかの反

省点も見受けられます。例えば、水際線

が明確につくられ、水辺か陸か曖昧な

湿原らしい部分がなかったり、単一種を

Special　EditionⅢ�ビオトープと自然保護活動�
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本町は「次郎物語」の作者、下村湖人の
生誕地で、自然豊かな美しい沃野、満 と々
水をたたえたクリークが整備された町であり
ます。しかし、近年、圃場整備事業や河川
改修事業の施工に伴い、子供たちが水辺
の遊びや神社・広場等の野外での自然体
験をする機会、場所が数少なくなりました。�
この度、開園しましたビオトープは子供たち
の自然体験・野外観察のできる場であり、
自然体験することは道徳観、正義感の育成
に大変貢献していると文部科学省の「子ど
も体験活動に関する調査報告」があります。�
このようなすばらしい場所を提供していただ
きましたことに、町として心から感謝申し上
げます。�

いろいろな生き物たちが、お互いにかかわり
あいながら生活しているところ、空間。�
多くの生き物たち、隣人のために、そんな場
所を作ってくださったのです。�
いや、これから、心ある人々の手で、また、生
き物自身の営みで、できてゆくのです。�
夏の夜には蛍が飛び交い、秋には赤とんぼ
も飛ぶ、カワセミは小川の魚を狙う。子ども
たちの感性が聞こえる。そんな情景を見ら
れるのも、もうすぐです。季節の巡ってくる
のを待つ楽しみも生まれました。たくさんの
生き物たちが、棲んでくれますように。�
温かく育ちあいたいものです。�

ビオトープの開園にあたっては、多くの方々にご参加いただき、また植樹にもご協力いただきました。
その際、一緒にお手伝いいただいた近隣の千代田中部小学校及び千代田東部小学校の子供た
ちから、たくさんのメッセージをいただきました。ここにその一部をご紹介します。�

ビオトープの�
開園を記念して�

佐賀県千代田町長�

重松紀之さん�

「ビオトープ」�
って何？�
（財）日本野鳥の会�
佐賀県支部長�

中島睦子さん� 千代田東部小学校�

今村裕香さん�
千代田東部小学校�

馬場みさきさん�
千代田東部小学校�

畑田めぐみさん�

千代田中部小学校�

太田ゆかさん�
千代田中部小学校�

中村優希さん�

子供たちの笑顔あふれる、うれしいメッセージが届きました。�

まとめて植裁した部分があるなど、随所

に造園的な手法が見られたりします。

手づくりの強みとして、こうした場所につ

いては、今後、協議をしてつくりかえて

いきたいと考えています。�

◆�

多様生物の棲む楽園を目指して。�
また、九州積水工業のビオトープは「い

つも子供たちの笑い声や歓声の聞こえ

る場所」「かつてあった子供文化を蘇

らせることのできる場所」というイメージ

のもとにつくられています。現在、このビ

オトープは、オープンな状態になっていて、

いつでも、誰でもが、自由に出入りできま�

す。これは開園＝完成ではなく、地元の�

方々や子供たちと一緒に考え、育てて

いこうというのが狙いでもあるからです。�

4月14日に行った開園式は、起工式から

数えて約220日（7ヶ月）目としましたが、

これはひとつの区切りに過ぎません。�

いくら植生に気を配り、多様な生物が

生息しやすいようにと考えられた環境

であっても、それはあくまで人の手によ

って造成されたもの。生き物たちがこ

のビオトープを棲みかと認めてくれるま

でには、おそらく10年～20年の歳月が

必要なのではないでしょうか。その時

まで、ビオトープの完成をめざした取り

組みを継続・維持し、もっと多くの生き

物とコミュニケーションしていきたいと

願っています。�
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ひとりひとりが�
地球市民の精神で。�
積水化学グループでは、ビオトープづく

り以外にも、各地の事業所、工場が地

域社会と一体となった社会貢献活動、

自然保護活動を行っています。2000年

度も、地域清掃活動から森林保全活動、

河川の浄化活動まで広範囲な活動を

従業員主導のもとに行い、自然の大切さ、

ボランティア精神などを学んでいます。

今後もこの様な活動を継続して行い、

2002年度を目標に全ての事業所で活

動を開始するよう推進しています。また、

生産事業所は、1999年度から2002年

度の4年間に、全員参加(事業所の従

業員の参加率100％)、全事業所で活

動点数10点以上を目標として活動を行

っています。�

■事業所における自然保護活動（2001年4月現在）�

ビオトープorミニサンクチュアリ�
■北日本セキスイ工業㈱�
■近郊在住者�

ビオトープ�
■東京セキスイ工業㈱�
■武蔵工場�
■近郊在住者�

ミニサンクチュアリ�
■住宅綜合研究所�
■筑波研究所�
■関東セキスイ工業㈱�
■近郊在住者�

トトロの森等での自然観察会�
■東京本社�
■近郊在住者�

（財）埼玉県生態系保護協会活動�
への参画�
■東京工場�
■近郊在住者�

「グリーンボランティア」参加�
■奈良事業所�
■関西セキスイ工業㈱�
■近郊在住者�

治水を守るボランティア�
長田海浜公園の清掃�
「積水の森」づくり�
■徳山積水工業㈱�
■中・四国積水商事㈱（徳山）�
■山口セキスイハイム㈱�

びわ湖の清掃活動�
■滋賀水口工場�
■滋賀栗東工場�
■近郊在住者�

自然観察会�
■尼崎工場�
■近郊在住者�

地域参加のビオトープづくり�
自然観察会�
■九州積水工業㈱�
■西日本セキスイ工業㈱�
■近郊在住者�

自然観察会&黒浜沼の清掃�
■武蔵工場�
■近郊在住者�

基本コンセプト�

●支店、工場、研究所など全事業所で自然保護活動を実施する。�

●ゼロエミッションと並行し、地域とともに自然保護活動を実践する。�

■ 社会貢献としての活動事業所�
■ 環境教育としての活動事業所�
■ 活動を予定している事業所�
■ 周辺事業所からの参加�

身近な環境をきれいにすることも、大切な社会貢献活動と�
考えます。�

Special　EditionⅢ�

徳山積水工業・「積水の森」づくり�奈良工場・朱雀門ゴミゼロ530運動�

堺工場・いずみ環境美化キャンペーン�

活動点数＝（Aランク活動の活動回数）×10＋（Bランク活動の活動回数）×5＋（Cランク活動の活動回数）×1�
A：事業所主催又は支援団体と共催で地域住民を対象とした活動�
Ｂ：支援団体主催に参加した活動�
C：事業所のみの活動。環境教育も含む�

1999

40

30

20

10

事業所数�

0
2000 2002�

（目標）�
（年度）�

●活動点数10点以上の事業所数�

19

29
32

1999

100

80

60

40

20

（%）�

0
2000 2002�

（目標）�
（年度）�

●参加率�

70.1 72.5

100

「環境市民」参加拡大�
■京都研究所�
■水無瀬研究所�
■近郊在住者�

「いずみ美化キャンペーン」参加�
■堺工場�
■近郊在住者�
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地球と環境�
マクロ的な視点に立った環境保全への取り組み�

生産�
　●炭酸ガスの削減活動�
　　・炭酸ガス排出量削減�
　　・代替フロンの全廃�

　●省エネルギー活動（生産事業所）�

販売・流通�
　●省エネルギー活動（生産事業所以外）�

TOPICS�
　●海外の自然保護活動支援�
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生産：炭酸ガスの削減活動�

地球温暖化防止に向けてさまざまな活動を進めています。�
2000年度は前年度比で炭酸ガスを7,700トン削減しましたが、中期目標は未達でした。�

■炭酸ガス排出量削減の狙い�
1992年に二酸化炭素（炭酸ガス）など温室効果ガスの排出を規

制する「地球温暖化防止条約」が採択され、国際的なレベルで

温室効果ガスを削減する取り組みが行われています。当社でも、

全生産事業所で使用するエネルギーを抑制したり、廃棄物を焼

却処分する際に発生する炭酸ガスを削減する活動などを進め

ています。また、例えば太陽光発電システムを搭載した住宅や、

より効率の高い光・熱複合ソーラーシステムの開発など、製品開発・

販売の面からも積極的な炭酸ガス排出削減に取り組んでいます。�

■炭酸ガス削減活動の事例�
●蒸気タービン発電機の導入（徳山積水工業）�

2000年10月より、徳山積水工業において蒸気タービン発電

機を導入しました。

従来はバルブにより

蒸気圧力を下げて

いましたが、本設備

はその圧力低下分

を発電に利用すると

いうもので、年間で

約1,000トン以上の

炭酸ガス削減を可

能にしました。�

■今後の対策�
炭酸ガス削減の中期目標達成のためには、抜本的な対策が

必要と考えています。現在複数の事業所において、コージェ

ネレーションシステムの可能性を検討しています。�

●蒸気タービン発電機の原理�

■2000年度の結果�
各事業所では省エネルギー活動に加え、ゼロエミッション活動

による廃棄物の焼却量削減や、焼却炉の廃止などを推進し、

約7,700トン分の炭酸ガスを削減しました。しかし生産量の低

下や生産に多くのエネルギーを使用する製品の増加により、

1998年度比で排出量が3.4％増加、さらに製品単価の落ち込

みなどの要因が大きく響き、原単位は4.2％の増加になりました。

今後、さらなる活動の強化により、目標達成をめざします。�

■代替フロン全廃への取り組み�
積水化学グループではオゾン層破壊が問題となった特定フロ

ンを、いち早くオゾン層破壊係数の小さな代替フロンに変更し、

1995年に生産工程での使用を全廃しました。また発泡剤や

洗浄剤として使用している代替フロンについても、2005年まで

の全廃をめざして取り組んでいます。2000年度は1999年度

比で、8.1％の削減を達成しました。現在は、代替フロンに変わ

る技術の開発を進め、代替溶剤や水への切り替えを進めて

います。�
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1 9 9 9年度版�

省エネルギー改善事例集�

2 0 0 0年　7月�
積水化学工業株式会社�
環境安全部環境推進室�

生産：省エネルギー活動（生産事業所）�

省エネルギー活動に取り組んできたにもかかわらず使用量・原単位とも増加しました。�
今後は抜本的な対策を強化して目標達成をめざします。�

■生産事業所の省エネルギーの狙い�
ものを生み出す生産事業所では、多くの工程でエネルギーが

消費され、その結果として炭酸ガスの排出につながっています。

炭酸ガス削減のもっとも効果的な手段はエネルギー消費を減

らす活動であり、積水化学グループでも環境負荷の大きい生

産事業所を中心に省エネルギー活動に取り組んでいます。�

●省エネルギー改善事例集の発行�

2000年度には、1999年度に実施した

各事業所の事例をまとめた「1999年

度版省エネルギー改善事例集」を発

行しました。各事業所の創意工夫を

グループ内で水平展開するだけでなく、

社団法人大阪工業会を通じ、社外へ

の情報発信も実施しています。�

■今後の対策�
コージェネレーションシステム導入のような抜本策の検討に加え、

電動機のインバータ化などの設備対策を進めます。また、蒸

気やエアもれの極小化や排出エネルギーの回収などこまめな

ムダ排除により、省エネルギーを進めます。�

■2000年度の結果�
各事業所での省エネルギー活動により原油換算で約3,400�

kr分のエネルギーを削減しましたが、エネルギー消費の多い

製品の増加などにより、1998年度比で使用量が5.3％増加、

原単位は6.1％増加しています。今後、さらなる活動の強化に

より、目標の達成をめざします。�

■省エネルギー活動の事例�
生産事業所ではさまざまな省エネルギー活動を実施しています。

以下にその活動の一部を紹介します。�

●各種省エネルギー診断の実施、及び対策�

専門機器メーカーの協力を得て様々な省エネルギー診断を

実施し、省エネテーマの発掘・改善に努めています。この活

動を通じ、今まで見逃しがちだったこまかなロスに対しても改

善の目を向けるようになりました。�

●サーモビジョンによる放熱診断の例（堺工場）�
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●超音波診断器によるエアもれ箇所の発見、及び是正の例（徳山積水工業）�
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販売・流通：省エネルギー活動（生産事業所以外）�

オフィスや営業車などでも省エネルギー活動を進め、成果を上げています。�
販売した住宅の太陽光発電システムは、年間約1万5千トンの炭酸ガス排出削減効果を上げています。�

■生産事業所以外での省エネルギー活動の狙い�
地球温暖化ガスのひとつである炭酸ガスは、製品の製造過

程だけでなく、オフィスでのOA機器や照明、空調の使用時に

も発生しています。そこで当社は、製品開発や生産事業所を

出た後の物流・販売工程においても省エネルギーを意識した

活動を行っています。さらに、非生産事業所である本社や研

究所でも省エネルギー活動を展開しています。�

■物流のグリーン化への取り組み�
製品の輸送に関しては従来より積載効率の改善などの活動

を行っていますが、管理指標は経済的側面が中心でした。

2001年度より、経済的側面に加えて炭酸ガス排出削減という

環境的側面で「物流のグリーン化」に取り組むこととし、2002

年度のモデルシステムの完成を目指して指標や集計方法の

決定などの取り組みを開始しました。�

参考までに、住宅ユニットの輸送（工場→建築現場）につい

て炭酸ガス排出量の試算を行った結果を以下に示します。�

■製品（住宅）への展開�
当社の太陽光発電システム搭載住宅は、居住時の炭酸ガス

排出量が従来の省エネルギー基準住宅の約半分です。さら

に1999年～2000年度の太陽光発電システム搭載住宅の販

売戸数は国内No.1の実績を残し、年間約1万5千トンの炭酸

ガス排出削減に貢献しています。�

1998

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

（累積トン-CO2）�

0
1999 2000（年度）�
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■営業車、社用車への展開　　�
営業車、社用車に対して、低燃費自動車・低排出ガス自動車

等の普及に努めています。1998～2000年度までの累計で、

ハイブリッド自動車など346台を導入し、年間約5.4トンの炭酸

ガス排出を抑制しています。�

■本社・研究所への展開�
生産事業所だけに限らず、本社や研究所でも省エネルギー

活動を実施し電力使用量の削減に努めています。�

大阪本社では2000年度より活動を開始し、1999年度に対し

1.6％の削減を達成しました。また、京都研究所は1999年度

からの取り組みで、1998年度比7.8％を削減しています。�
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●環境対応車への切り替え比率の推移�

1998年度�

838台� 975台� 926台�
50% 50%

1999年度� 2000年度� 2002年度目標�

環境対応車� その他�

30台� 135台� 181台�

※環境対応車の定義：�
　¡電気自動車・天然ガス自動車等の低公害車�
　¡ハイブリッド自動車・直噴エンジン搭載の低燃費車�
　¡国土交通省の認定を受けた低排出ガス車（LEV）�

太陽光発電による1年間の削減量を東京の標準家庭に換算�

排出量→�

原単位指数→�
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T O P I C S
●海外におけるNGOの自然保

護活動を支援しています。�

当社は、1997年の創立50周年を機�

に、自然保護活動を社会貢献活動

の柱と位置付け、社内に「自然保

護活動実行委員会」を組織し、積

極的に活動を進めています。海外

では公益信託経団連自然保護基

金とタイアップして、環境NGOが実

施するアジアの自然保護活動を支

援しています。�

2000年度はインドネシアの海洋保

全活動や中国における植林活動

など、9件のプロジェクト（表参照）に

対して経済的支援を行いました。�

この支援をより充実したものにする

ため、プロジェクトを実施したNGO

による活動報告会を開催するととも�

に、社内報でプロジェクトの活動状

況を逐次掲載し、従業員の意識向

上に努めています。また経団連自

然保護協議会には、社員を1名派

遣し、経団連の活動を行うと共に当

社の活動にいかすための情報収

集やノウハウの取得を行っています。�

1997年の創立50周年をきっかけに、�
環境NGOが実施する海外の自然保護活動に支援を続けています。�

〈経団連自然保護基金〉�
経団連自然保護基金は、公益信託
の認定を受け、2000年4月より公益
信託経団連自然保護基金として運
営を行っています。この基金に対す
る募金活動等については、経団連
の特別委員会である経団連自然保
護協議会があたっています。�

地域� プロジェクト名� 実施団体�

インドネシア� バリ島における海洋保護センターの設立�TNC（米国）�

東アジア� 生物多様性調査と自然保護区設定の提言�（財）日本野鳥の会�

フィジー� フィジー西部地域緑化計画支援事業� （財）オイスカ�

中国� 長江上流域における植林及び啓発活動�（社）国際善隣協会�

フィジー� 生物多様性のためのエコツーリズム� 太平洋経済協力会議日本�

日本� オオヒシクイの渡りルート調査� ねっとわーく福島潟�

アジア� アジア象の現状調査と保護対策の立案�（財）自然環境研究センター�

タイ� トラン県沿岸のマングローブ林再生事業�TUMREC（タイ）�

パプアニューギニア�エコテック普及センター建設事業� （財）オイスカ�

●2000年度海外支援プロジェクト�

1

2

3

4

5

6

7

8

9

●TNCバリ事務所の理事をつとめるリリー・ジョハンニさんから�
　当社にむけてお手紙をいただきました。�

My heartfelt thanks to Sekisui and Keidanren for their 
continuous support to the Komodo Project and the 
establishment of the Coastal and Marine Conservation 
Center in Bali. The funding from Sekisui and Keidanren have 
been instrumental for the birth and growth of the two 
projects. Great accomplishments have been achieved in 
Komodo National Park in the past five years where we 
support park planning and evaluation, coral, fish and 
cetacean monitoring and training, alternative livelihood 
programs for local communities, awareness and education 
programs as well as the production of a range of materials 
such as the coral flip chart. A dream came true when the 
Coastal and Marine Conservation Center was recently 
opened in Sanur with funding from Sekisui and Keidanren. 
An important milestone from which we can further develop a 
center of excellence for coastal and marine conservation in 
Indonesia and the Asia－Pacific. Situated in the bull’s eye of 
marine bio－diversity, it is an excited prospect to develop 
and leverage more innovative strategies to support effective 
marine protected areas management and build up the 
capacity in the region which have really an impact on the 
protection of bio－diversity. My sincere gratitude to Sekisui 
and Keidanren who made these initiatives possible and it is 
my hope that Sekisui and Keidanren will continue to support 
the growth of this Center and perhaps even consider it for 
adoption. Thank you so much. Warm regards,�
 �
Rili Djohani�
Director, Coastal and Marine Conservation Program 
Indonesia�
The Nature Conservancy�
Bali, Indonesia

いつもご支援をいただきありがとうございます。2つのプロジェクト、①コモドプロジ
ェクトと②沿岸海洋保護センター（バリ）は、貴社と経団連の資金援助によって生
まれ、そして育ってきました。この5年間にコモド国立公園では大きな成果があがり
ました。いくつかをご紹介しますと、 �
●公園の設計と利用状況の査定�
●珊瑚、魚類のための監視とイルカの訓練�
●地元社会の暮らしの改善提案�
●珊瑚地図など一連の資料作り　などです。�
�
そしてまた夢が実現しました！この程、沿岸海洋保護センターがオープンしたので
す。これは画期的な出来事です。これを足がかりにしてアジア太平洋の沿岸海洋
保護へと発展させることができるからです。ここは多様な海洋生物が生息する中
心地ですので、革新的な戦略を展開して、海洋保護地域の効果的な運営と、さら
には、海洋生物保護に対し強い影響力が発揮できる能力を築いていきたいと、わ
くわくするような気持ちで前途を描いています。�
�
このようなプロジェクトを可能にしていただいた積水化学と経団連に感謝し、今後
も引き続きご支援いただくことを希望しています。�
�
　　　TNCバリ事務所�
　　　インドネシア沿岸海洋保護プログラム 理事�
　　　　　　　Rili Djohani（リリー・ジョハンニ）�
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第三者審査報告書�

この環境レポートの信頼性や透明性を確保するために、第三者機関による審査を受け、�
以下の通り報告書をいただいています。�
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社外からの評価�

■社外からの評価�
●表彰受賞など�

積水化学グループの環境保全活動、製品に対し、以下の表彰等を受け

ました。�

平成12年度おおさか環境賞　大賞�

　……積水化学工業�

平成12年度新エネ大賞　経済産業大臣賞�

　……住宅用光・熱複合ソーラーシステム�

平成12年度リサイクル推進功労者等表彰�

　リサイクル推進協議会会長表彰�

　……武蔵工場、滋賀水口工場、九州積水工業、�

　　　西日本セキスイ工業�

エコオフィス推奨認定［鳥栖市役所］�

　……西日本セキスイ工業�

●環境レポート2000への評価（アンケート回答）�

2000年度の環境レポートをご覧頂いた方から、以下の評価とご意見を�

頂きました。（全回答数34）�

Q1 特に印象に残ったこと、知って良かったと思われることがありますか�

¡廃棄物削減とゼロエミッション活動……21�

¡リサイクル技術開発への取り組み……11�

Q2 もっと深く知りたいと思われる事項がありますか�

¡廃棄物削減とゼロエミッション活動……5�

¡使用済み製品の回収リサイクル……4

¡環境汚染物質の管理……4�

Q3 積水化学の環境への取り組みについてどのように感じられましたか�

¡かなり評価できる……25�

¡まあ評価できる……8�

¡無記入……1�

Q4 環境問題への取り組みに関して積水化学にどのようなことを期待さ

れますか。�

¡環境に配慮した製品の開発……6�

¡環境対策の先進企業としての役割……5�

¡建設資材リサイクルへの具体的取り組み……4�

Q5 環境レポートはわかりやすい内容・表現でしたか�

¡非常にわかりやすい……10�

¡わかりやすい……15�

¡少しわかりづらい……4�

［わかりづらい理由］�

具体的事例を掲載するほうが良い�

回収・リサイクル対象製品はごく一部ではないか�

具体的な内容が少ない�

各項目で目標、結果、未達の理由がわかりづらい�

定性的な表現が多い�

�

以上の貴重なご意見をもとに、今年度のレポートでは記載項目や表現

の改善に努めましたが、まだまだ至らぬ点も多いかと思います。今後も皆

様のご意見を頂きながら改善に努めて参ります。�

■環境レポート2001の編集方針�
1．以下の資料を参考に、出来るだけ多くの情報を開示

するよう努めました。�

・環境省の「環境報告書ガイドライン（2000年度版）」�

・GRI（Global Reporting Initiative）の「持続可能

性報告のガイドライン」�

まだ開示が不足している項目もありますが、皆様のご

期待に応えられるよう、開示項目を増やしていきます。�

2．対象期間は2000年4月1日～2001年3月31日です。集

計対象事業所は48， 49ページをご参照下さい。�

3．積水化学グループの事業及び環境保全活動を環

境へのかかわり方で整理し（8ページ参照）、レポート

をそのかかわり先に分けて構成しました。（地球環境、

地域環境など）�

4．2001年3月からのカンパニー制導入に対応し、カンパ

ニー毎でもデータを集計しました。�

5．2000年度環境レポートのアンケートでご回答頂いた�

方々の関心とご要望の高かったゼロエミッション活動

についてより詳細な説明を記載しました。�

■補足説明�
1．データの掲載は原則1998年度からとしました。1997

年度以前のデータは当時の積水化学の事業所につ

いて集計していましたが、その後の分社化により、積

水化学の事業所と関係会社の事業所の関係が複

雑になってきたためです。1997年度以前のデータは

過去の環境レポートをご参照下さい（当社のホーム

ページにも公開しています）。�

2．住宅の炭酸ガス排出量削減の数値について、42ペ

ージのグラフの数値は太陽光発電の効果のみを算出、

25ページのグラフはさらに高気密・高断熱化による

省エネルギー効果を含めたものです。�

3．関係会社に自社ブランドで販売している製品があり、

この製品に関連するデータがカンパニーのデータに

入っていないため、全社の集計データとカンパニー

毎のデータの合計とが合わない場合があります。�

4．分社化等により、事業所数が2000年度のレポートと

合わない場合があります。�
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法規制項目（大気・水質）の測定結果�
�

項　　　目� 単　位�
滋賀栗東工場� 群馬工場� 奈良工場� 東京工場� 新田工場� 尼崎工場� 武蔵工場�

規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�
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水

道�

SOx

NOx

ばいじん�

SOx

NOx

ばいじん�

HCl

ダイオキシン類�

pH

BOD

COD

SS

鉱物油�

動植物油�
n-ヘキサン抽出物�

窒素含有量�

りん含有量�

ダイオキシン類�

pH

BOD

SS

鉱物油�

動植物油�
n-ヘキサン抽出物�

窒素含有量�

りん含有量�

K値�

Nm3/hr

ppm

g/Nm3

K値�

Nm3/hr

ppm

g/Nm3

mg/Nm3

ng-TEQ/Nm3

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

大腸菌群数� 個/㎝3

pg-TEQ/r

項　　　目� 単　位�
中国セキスイ工業�西日本セキスイ工業�

セキスイボード�

水口事業所� 群馬事業所�
北海道積水工業� 東都積水� 岡山積水工業�

規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�

排

出

ガ
ス�

排

水

水

質�
ボ
イ
ラ
等�

焼

却

炉�

公

共

用

水

域�

下

水

道�
SOx

NOx

ばいじん�

SOx

NOx

ばいじん�

HCl

ダイオキシン類�

pH

BOD

COD

SS

鉱物油�

動植物油�
n-ヘキサン抽出物�

窒素含有量�

りん含有量�

ダイオキシン類�

pH

BOD

SS

鉱物油�

動植物油�
n-ヘキサン抽出物�

窒素含有量�

りん含有量�

K値�

Nm3/hr

ppm

g/Nm3

K値�

Nm3/hr

ppm

g/Nm3

mg/Nm3

ng-TEQ/Nm3

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

mg/r

大腸菌群数� 個/㎝3

pg-TEQ/r

注1：油脂分解装置を設置し、以後の測定結果では11ppm以下になっています。　注2：雨水への工事中の土砂混入などが原因。2001年度対策の予定。　　注3：設備の整備・調整後は規制値以下　　　　　

8.76 0.1

150 36

0.1 ＜0.02

8.76 2

250 13.1

0.5 0.11

700 608

80 5.1

6.0‐8.0 6.7‐7.0

15 2.5

15 3.8

20 7.2

3 0.6

8 2.7

0.5 ＜0.1

0.53 0.023 11t/年� 0t/年�

15.95t/年�6t/年�

5.7‐8.7 7.8

300 119

300 47

5 ＜2

5.8‐8.6 6.2‐7.2

60 4

50 29

30 不検出�

120 1.82

16 0.32

1.198 0.072

180 18

80 2.6

6.5‐8.5 6.6‐7.6

10 2

10 ＜1

3 ＜0.5

3 0.04

―� ―�

―� ―�

―� ―�

―� ―�

―� ―�

5.0‐9.0 6.9‐6.2

600 290

600 120

5 0.8

30 4.7

60 35

10 4.1

5.625 0

70 60

0.05 0.004

6.5‐8.5 8.0

5 4

50 3

不検出�不検出�

18 4.5

1.5 0.3

3000 100

5.0‐9.0 8.0

600 420

600 41

5 1

30 4

120 24

16 5

1.09 0.019

150 43.8

2.23 1.126

175 90

0.15 0.043

6.5‐8.5 6.8‐7.8

10 9

10 10

3 不検出�

0.1 ＜0.01

5.0‐9.0 7.1‐7.0

600 141

600 185

5 1.8

30 2.7

60 15

10 1.7

150 52

0.25 0.054

1.567 0.24

250 100

0.25 0.037

700 42

80 3.6

5.8‐8.6 7.0

60 13.5

90 16.5

5

1 0.15

180 63

0.3 ＜0.01

2.2 0.077

180 45

0.3 0.021

1.0 ＜0.1

250 120

0.5 0.036

700 ＜140

80 0.65

5.8‐8.6 7.3‐8.6

60 3.2

60 7.8

90 9

5 1.6

5.8‐8.6 6.4‐7.7

20 9.3

①紙面の関係で、代表的な項目のみ掲載しました。詳細なデータはインターネット上に公開します。掲載していない項目について規制超過はありません。�
②規制対象施設が複数ある場合は、次の数値を記載しています。　　　�
　排ガス：年間排気量が最も多い施設。排水：最も高い測定値。ただし施設により規制値が異なる場合は測定値が最も規制値に接近しているもの。�

各事業所の大気・水質にかかわる法規制の遵守の状況を公開します。�
4事業所で規制値オーバーが発生しました。直ちに処置をし、その後は規制値以下になっています。�
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―�

80

5.8‐8.6

25

25

50

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�

23

7.7

1.2

2.1

2

15

―�

―�

―�

―�

―�
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47

滋賀水口工場� 堺工場� 京都研究所� 水無瀬研究所�
筑波研究所、�
住宅綜合研究所�

北日本セキスイ工業�東日本セキスイ工業�関東セキスイ工業�東京セキスイ工業�中部セキスイ工業�関西セキスイ工業�

規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�

徳山積水工業� 四国積水工業� 九州積水工業�
積水テクノ成型東日本�

本社工場� 奈良工場�
積水フィルム北海道�積水フィルム東日本� 積水フィルム西日本�積水フィルム九州� 積水化工�

規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�規制値�測定値�

　 （0.014g/Nm3）になっています。　　注4：異常判明後、直ちに是正処置を実施しました。処置後の数値は、BOD：3.8、大腸菌群数：320、SS：3です。�

28.5 0.55

950 776

0.1 0.014

80 1.6

6.5‐8.5 7.1‐7.7

20 14.6

20 19.5

70 18.3

5 ＜0.5

20 ＜0.5

8 0.9

1 0.1

50 2.6

5.0‐9.0 6.8‐7.2

600 222

600 206

5.0 1.9

30 2.8

0.25 0.0023

126 8

80 21

5.8‐8.5 6.5‐8.0

25 9.1

25 7.5

3 1.8

120 20

16 1.2

50 0.042

1000 65

0.05 ＜0.002

5＜� 7.0‐8.4

600 8

5 ＜0.5

30 67（注1）�

1.75 0.07

150 38

0.1 0.003

5.8‐8.6 7.4‐7.9

50 27

50 10

90 6

20 0.9

60 8.7

8 6.3

180 72

0.3 ＜0.005

5.8‐8.6 6.6‐6.9

10 0.6

10 1.8

15 33（注2）�

5 ＜0.1

3 ＜0.1

6.0‐8.5 7.0‐8.2

300 180

300 79

3 ＜1.0

25 17

3.3 0.16

180 42

0.65 0.1

180 74

80 2.5

5.8‐8.6 7.3

20 8.9

25 24

0.3 ＜0.01

5.0‐9.0 7.6

600 4.9

600 19

5 不検出�

7 0.018

180 77

0.3

5.2 ＜0.147

250 67

0.25 0.105

700 42

80 0.013

1.452 0.032

2.34 0.4

9.81 不検出�

0.25 0.016

700 88

80 1.0

5.6‐8.6 7.3

70 7.3

100 21.4

5.6 0.5

1,500 203.3

1,500 110

100 80

0.15 0.003

2.34 0.1

250 120

0.25 0.0086

100 58

80 1.4

6.0‐8.5 7.1‐8.2

10 18（注4）�

10 9

10 12（注4）�

3,300（注4）�

1 0.5

120 4.8

16

1,500

0.04

230 37

0.35 0.011

7.992 0.304

250 25

0.25 0.065

700 130

80 2.2

5.8‐8.6 6.9

25 6.3

60 6

5 1

60 1.2

8 0.5

5.0‐9.0 8.2

600 180

600 210

30 15

150 54.8

20 6.66

80 9.5

5.8‐8.6 7.8

7.0 6.0

10.0 4.5

1.0 0.5

0.4 0.16

180 43

3.5 0.15

0.3 ＜0.01

80 4.9

5.8‐8.6 7.0

160 1.4

160 2.5

200 1

5 0.5

120 4.5

0.116

5.8‐8.6 8.0‐8.1

120 1.3

150 10.0

5 0.7

60 1.03

8 1.23

20 3.9

25 3.4

17.5 2.5

5.7‐8.7 7.0

300 35

300 40

5 0.7

20 0.98

30 8.1

5.0‐9.0 7.2‐8.8

600 46

600 30

5 0.5

60 12

10 0.74

3.8‐8.6 7.4

160 1.9

160 1.4

200 2.2

5 ＜0.5

30 ＜0.5

120 3.4

16 0.25

1.75 1.01

180 76

0.3 0.002

1.5 0.087

250 100

0.4 0.064

700 13

80 4.8

5.8‐8.6 7.3‐7.9

25 9.5

25 6

30 7

3,000 83

③ ―の項目は規制値がないか対象施設のない項目です。�
④略称で表記した項目は次の項目を意味します。　SOx：硫黄酸化物濃度、NOx：窒素酸化物濃度、HCl：塩化水素濃度、pH：水素イオン濃度、�
　BOD：生物化学的酸素要求量、COD：化学的酸素要求量、SS：水中懸濁物質濃度�

0.875
（注3）�
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環境・ライフラインカンパニー�

住宅カンパニー�

環境レポートの対象事業所 （事業所の名称は2001年3月31日現在）�
（主要生産品目、ISO14001認証取得時期）�

�

2001年度�◎住宅綜合研究所＊�
茨城県つくば市和台32�
TEL 0298（64）7254

1998.09 ○北日本セキスイ工業株式会社＊�
北海道岩見沢市東町2条4-144-1�
TEL 0126（22）5088

（セキスイハイム・ツーユーホ一ム生産）�

（販売会社）�

1998.07 ○東日本セキスイ工業株式会社＊�
宮城県亘理郡亘理町逢隈田沢字壇の越55　�
TEL 0223（34）4433

1998.10 ○関東セキスイ工業株式会社＊�
茨城県笠間市北吉原287�
TEL 0296（73）0121

1997.11 ○東京セキスイ工業株式会社＊�
埼玉県蓮田市大字黒浜3535�
TEL 048（768）3661

1998.06 ○中部セキスイ工業株式会社＊�
愛知県豊橋市明海町3-22�
TEL 0532（23）1477

1997.11 ○関西セキスイ工業株式会社＊�
奈良県奈良市西九条町4-3-1�
TEL 0742（61）1816

1998.08 ○中国セキスイ工業株式会社＊�
岡山県岡山市古都宿189�
TEL 086（279）6251

1998.06 ○西日本セキスイ工業株式会社＊�
佐賀県鳥栖市轟木町1760�
TEL 0942（83）8181

1997.10 ◎尼崎工場〈注3〉＊�
兵庫県尼崎市潮江5-8-6�
TEL 06（6429）4301

（外壁生産）�

1998.03

1999.03

2000.10

○セキスイボード株式会社 水口事業所＊�
滋賀県甲賀郡水口町泉1259�
TEL 0748（62）0073

○セキスイボード株式会社 群馬事業所＊�
群馬県佐波郡境町下渕名54�
TEL 0270（76）2640

1999.03 ○東京セキスイハイム株式会社�
○神奈川セキスイハイム株式会社�

○千葉セキスイハイム株式会社�
○埼玉セキスイハイム株式会社�（4社一括）�

2001.03 ○群馬セキスイハイム株式会社�
○名古屋セキスイハイム株式会社�
○三重セキスイハイム株式会社�
○大阪セキスイハイム株式会社�
○京滋セキスイハイム株式会社�

○阪奈セキスイハイム株式会社�
○岡山セキスイハイム株式会社�
○四国セキスイハイム株式会社�
○九積セキスイハイム株式会社�
○長崎セキスイハイム株式会社�

（10社）�

2001年度�○北海道セキスイハイム株式会社�
○福島セキスイハイム株式会社�
○熊本セキスイハイム株式会社�
●茨城セキスイハイム株式会社�
○岐阜セキスイハイム株式会社�
○北近畿セキスイハイム株式会社�
○和歌山セキスイハイム株式会社�

○セキスイツーユーホ一ム�
　大阪株式会社�
●セキスイハイム山陽株式会社�
○広島セキスイハイム株式会社�
○山ロセキスイハイム株式会社�
○山陰セキスイハイム株式会社�
○鹿児島セキスイハイム株式会社�

（27社）�

○北日本セキスイハイム株式会社�
○セキスイハイム西東北株式会社�
○東北セキスイハイム株式会社�
●セキスイハイム信州株式会社�
○新潟セキスイハイム株式会社�
●栃木セキスイハイム株式会社�
○セキスイツーユーホーム�
　東京株式会社�

●セキスイハイム東海株式会社�
○北陸セキスイハイム株式会社�
　徳島ハイム株式会社�
　香川ハイム株式会社�
　高知セキスイハイム株式会社�
○福岡セキスイハイム株式会社�
○大分セキスイハイム株式会社�

1998.10 ◎東京工場＊�
埼玉県朝霞市根岸台3-15-1�
TEL 048（463）5111�
プラスチックバルブ・継手・�
マス・マンホール、雨とい�

1999.10 ◎新田工場＊〈注5〉�
群馬県新田郡新田町大字市野倉�
280-1�
TEL 0276（57）0600�
屋根かわら�

2000.01 ◎京都研究所＊�
京都府京都市南区上鳥羽�
上調子町2-2�
TEL 075（662）8541

1999.04 ○岡山積水工業株式会社＊�
岡山県岡山市古都宿210�
TEL 086（279）0505�
浴室ユニット、屋根かわら、�
不燃内装材�

2000.03 ○九州積水工業株式会社＊�
佐賀県神埼郡千代田町大字柳島�
225-1�
TEL 0952（34）6161�
塩ビ管、浄化槽�

2000.04 ○東都積水株式会社 太田工場＊�
群馬県新田郡新田町大字金井231�
TEL 0276（57）1421�
塩ビ管・継手、ポリエチレン管、�
デッキ材、住宅用建装部材�

2000.10 ○株式会社ヴァンテック 千葉工場＊�
千葉県市原市潤戸2082�
TEL 0436（75）4678�
塩ビ管、クリーンルーム用容器�

2000.07 　静岡積水パネルタンク株式会社＊�
静岡県磐田市上大之郷77�
TEL 0538（35）0101�
FRP製給水タンク、氷蓄熱槽、�
温水蓄熱槽�

1998.06 ○Eslon B.V.�
（オランダ）�
Metaalweg 7, 6045 JB,�
Roermond, the Netherlands�
TEL +31-475-322851

2002年度�○Kleerdex Company�
　Bloomsburg Plant（アメリカ）�
　6685 Low Street, Bloomsburg, �
　PA 17815, U.S.A.�
　TEL +1-570-387-6997

1998.12 ◎奈良工場＊〈注4〉�
奈良県奈良市三条大路4-1-1�
TEL 0742（33）1161�
浴室ユニット、電気温水器�

2000.02 ○北海道積水工業株式会社〈注6〉＊�
北海道岩見沢市東町2条4-142-4�
TEL 0126（22）0801�
塩ビ管・継手、�
プラスチックサッシ�

1999.06 ○四国積水工業株式会社＊�
愛媛県西条市氷見乙880�
TEL 0897（57）9112�
塩ビ管、床材、合成木材�

〈注1〉�

〈注2〉�

1998.10 ◎滋賀栗東工場＊�
滋賀県栗太郡栗東町野尻75�
TEL 077（553）0771�
塩ビ管、ライニング鋼管、�
合成木材、デッキ材�

1999.03 ◎群馬工場＊�
群馬県佐波郡境町下渕名54�
TEL 0270（76）3355�
塩ビ管、ポリエチレン管�
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高機能プラスチックスカンパニー�

新規事業本部�

1997.10 ◎尼崎工場＊�
兵庫県尼崎市潮江5-8-6�
TEL 06（6429）4301�
粘着テープ、テープ医薬、�
ポリエチレンフォーム�

1997.07 ◎武蔵工場＊�
埼玉県蓮田市大字黒浜3535�
TEL 048（768）1131�
粘着テープ（工業用・包装用）、�
ポリエチレンフォーム�

1998.03 ◎滋賀水口工場＊�
滋賀県甲賀郡水口町泉1259�
TEL 0748（62）3381�
合わせガラス用中間膜、接着剤、�
機能性樹脂、ファインケミカル製品�

1998.09 ◎堺工場＊�
大阪府堺市築港新町3丁5-1�
TEL 0722（44）1251�
接着剤、シーリング材、�
可塑剤�

2000.03 ◎水無瀬研究所＊�
大阪府三島郡島本町百山2-1�
TEL 075（962）8811

2000.03 ○徳山積水工業株式会社＊�
山口県新南陽市開成町4560�
TEL 0834（63）0188�
真空採血管、治療・検査器材�
塩化ビニル樹脂、機能ポリマー�

1999.09 ○積水テクノ成型東日本株式会社 本社工場＊�
静岡県藤枝市水守333�
TEL 054（641）2330�
射出成型部品（ＯＡ機器、家電、�
事務器、車両分野）�

2000.12 ○積水テクノ成型東日本株式会社 奈良工場＊�
奈良県生駒郡安堵町大字窪田1135-5�
TEL 0743（57）1851�
射出成型部品（工業用コンテナ、�
車両部品）�

2002年度�○積水フィルム北海道株式会社＊�
北海道石狩市新港西1-706-9�
TEL 0133（72）2911�
ポリオレフィン系樹脂フィルム�
（包装用・農業用）�

2001.03 ○積水フィルム東日本株式会社 仙台工場＊�
宮城県亘理郡亘理町逢隈高屋字棚子1-1�
TEL 0223（34）2151�
ポリオレフィン系樹脂フィルム�
（包装用・農業用）�

1999.12 ○積水フィルム西日本株式会社 多賀工場＊�
滋賀県犬上郡多賀町大字四手字諏訪510-5�
TEL 0749（48）8070�
ポリオレフィン系樹脂フィルム�
（包装用・サニタリー用）�

1999.10 ○積水フィルム九州株式会社＊�
鹿児島県出水市上知識町485�
TEL 0996（62）1525�
ポリオレフィン系樹脂フィルム�
（包装用・農業用）�

1999.12 ○積水化工株式会社 本社工場＊�
愛知県知多郡東浦町緒川字市右原2-2�
TEL 0562（83）3188�
ラミネート製品・サニタリーフィルム、�
車両内装材�

2000.12 ○積水化工株式会社 ソフ事業所�
長野県上伊那郡高遠町大字�
上山田2435-50�
TEL 0265（94）2851�
経緯直交積層不織布�

1996.07 ○Sekisui-Alveo B.V.�
　（オランダ）�
　Montageweg 6, 6045 JA,�
　Roermond, the Netherlands�
　TEL +31-475-354354

1997.01 ○Sekisui （U.K.） Ltd. �
　Merthyr Plant （イギリス）�
　Unit 19, Merthyr Tydfil�
　Industrial Park, Cardiff Road,�
　Troedyrhiw, Merthyr Tydfil,�
　South Wales, CF 48 4DR,�
　the United Kingdom�
　TEL +44-1443-690940

2001年度�○Sekisui America Corp. �
　[Voltek Division] Lawrence�
　Plant（アメリカ）�
　100 Shepard Street,�
　Lawrence, MA 01843, U.S.A�
　TEL +1-978-685-2557

2002年度�○Sekisui America Corp. �
　[Voltek Division] Coldwater �
　Plant （アメリカ）�
　17 Allen Avenue, Coldwater,�
　MI 49036, U.S.A.�
　TEL +1-517-279-7587

1998.12 ◎奈良工場〈注4〉＊�
奈良県奈良市三条大路4-1-1�
TEL 0742（33）1161�
家庭用プラスチック用品�

2000.03 　筑波研究所＊�
茨城県つくば市和台32　TEL 0298（64）4111　太陽光発電システムは東京工場、防音床材と耐火シートは武蔵工場で生産しています�

1999.06 ○四国積水工業株式会社＊�
愛媛県西条市氷見乙880�
TEL 0897（57）9112�
ポリエチレンフォーム、�
家庭用プラスチック用品�

太　字：このレポートにおける環境パフォーマンスデータの集計対象事業所�

＊印：本社環境監査対象事業所�

：2000年度認証取得事業所の取得時期�

：ISO14001認証取得時期�

：ISO14001認証取得予定（計画）時期�

◎：当社の工場・研究所、　○：連結子会社、　●：持分法適用関連会社�

ISO14001の認証取得に関して�

〈注1〉水口事業所は滋賀水口工場と一緒にISO14001の認証を受けています。�

〈注2〉群馬事業所は群馬工場と一緒にISO14001の認証を受けた後、2000年10

月に分割して群馬事業所単独で認証を取得しました。�

事業所の名称、生産品目について�

〈注3〉尼崎工場の外壁生産は東京セキスイ工業（株）への移管により2001年5月末

で終了しています。�

〈注4〉奈良工場は2001年4月1日付で生産部門を新会社に移管し、奈良事業所とし

て新会社の管理業務を行っています。�

〈注5〉新田工場は屋根かわらの生産を岡山積水工業（株）に移管し、2001年6月末で

生産活動を休止しています。�

〈注6〉北海道積水工業（株）は2001年4月1日より、積水化学北海道（株）となっています。�

対象事業所選定の考え方�

1．基本的考え方�

事業に関する環境負荷の大きさや周辺地域への配慮の観点から、環境管理の

対象は積水化学及び子会社の生産事業所を中心としています。�

2．環境パフォーマンスデータの集計対象事業所�

環境中期計画「STEP-21」で環境パフォーマンス改善の対象としている生産

事業所を集計対象としました。来年度のレポートでは、（株）ヴァンテック、積水

化工（株）ソフ事業所を追加する予定です。�

3．本社環境監査対象事業所�

生産事業所を中心とし、製品開発面で環境に配慮すべき研究所を対象に加え

ています。�

4．ISO14001認定取得対象事業所�

生産事業所を先行し、さらに製品開発面での配慮の必要性から研究所、住宅の

設計・建設時の配慮の必要性から住宅販売会社へ対象を拡大しています。ま

た海外においても生産事業所を中心に認証取得を進めています。�

年月�

年月�

年度�

�
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